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Ⅰ 県土整備部の基本方針と 

 重点事業 
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１ 県土整備部の基本方針と重点事業  

 

 近年、本県を取り巻く社会経済情勢は、人口減少や少子高

齢化、激甚化・頻発化する気象災害や切迫する大規模地震に

よる災害リスクの高まり、社会資本の老朽化など大きく変化して

きており、社会資本整備の分野においても多くの行政課題が顕

在化している状況にあります。 

 これらの課題に着実に対応し、栃木県重点戦略「とちぎ未来

創造プラン」や「県土づくりプラン 2021」など中長期的展望に即

した政策等を実現するため、選択と集中等により､これまで以上

に効率的かつ効果的に事業執行に努めていきます。 

 

 

 

 

 

  

 

  

【県土づくりの役割イメージ】 
 

とちぎ未来創造プランで掲げる 

県土づくりプラン２０２１ 
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県土づくりプラン２０２１で位置づけた重点施策 

 

 

施策内容 国内外との広域的な交流・連携を促進するとともに、災害時における安定的な輸送を確保するため、本県産業の持続的な成長を支え

る広域道路ネットワークの充実・強化を推進します。 

主な取組 

○人やモノの流れを支える広域道路ネットワークの充実・強化 

・高規格道路の整備（国道 408号/宇都宮高根沢 BP、真岡南 BP 等） 

・スマート ICの整備支援（（仮称）下野スマート IC） 等 

○都市間の交流・連携を支える幹線道路ネットワークの充実・強化 

・国道 293号鹿沼市楡木 BPⅡ期 等 

 

 

 

施策内容 子どもたちをはじめ、県民を交通事故から守り、安全で安心な日常生活を確保するため、関係者と連携した交通安全対策に取り組む

など、誰もが安全で安心して利用できる道づくりを推進します。 

主な取組 

○通学路など子どもたちの移動経路における歩道整備の推進 

   ・歩道整備（県道黒田市塙真岡線/市貝町 等） 

   ・歩道整備（県道栃木佐野線/栃木市 等） 

○学校・警察等との連携による通学路等の合同点検の着実な実施、安全対策の推進 

○事故危険箇所における安全対策の推進 

   ・歩道整備（県道佐野古河線/佐野市 等） 

○誰もが安全に通行できる自転車走行空間の整備の推進 

   ・自転車道の整備（県道宇都宮今市線/宇都宮市 等） 

  

１ 道路 重点施策（１） 成長を支える広域道路ネットワークの充実・強化 

１ 道路 重点施策（２） 誰もが安全で安心して利用できる道づくり 
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施策内容 観光誘客の促進や地域の活性化を図るため、観光地へのアクセスや周遊を支える道路や日常生活に欠かせない身近な道路におけ

る渋滞対策に取り組むなど、快適で円滑な移動を支える道づくりを推進します。 

主な取組 

○観光地へのアクセス道路の整備や渋滞対策の推進 

   ・アクセス道路の整備（国道 120号/日光市 等） 

   ・渋滞対策（県道那須高原線/那須町 等） 

○主要渋滞箇所における渋滞対策の推進 

   ・バイパス道路の整備（県道境間々田線/小山市、野木町 等） 

 

 

 

施策内容 道路利用者の安全・安心を守るとともに、必要な機能を次世代へと継承するため、道路の防災・減災対策を行うとともに、新技術の活

用等による維持管理の高度化・効率化を図り、未来を見据えた持続可能な道路管理を推進します。 

 

 

主な取組 

（防災・減災対策） 

○斜面崩落等を防止する道路の防災対策の推進 

   ・道路の防災対策（国道 121号/日光市 等） 

○緊急輸送道路の通行確保に向けた予防伐採の推進 

   ・予防伐採（国道 119号/日光市 等） 

（維持管理の高度化・効率化） 

○トンネル照明の LED化など道路設備の省エネルギー化の推進 

○広域的な活動拠点としての道の駅の有効活用 

○新技術を活用した高度で効率的な道路管理の推進 

○公共土木施設等の計画的な点検と効果的な修繕等による長寿命化対策の推進 

○ドローン等の新技術を活用した効率的な維持管理の推進  

１ 道路 重点施策（３） 快適で円滑な移動を支える道づくり 

１ 道路 重点施策（４） 未来を見据えた持続可能な道路管理 
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施策内容 「自転車先進県とちぎ」の魅力をさらに高め、本県の優れた立地条件・地勢・地域資源を活かした観光誘客や地域の活性化を図るた

め、自転車を活用した観光地域づくり「サイクルツーリズム」を推進します。 

主な取組 

○サイクリストの期待に応える安全で快適な走行環境の整備（案内看板、路面表示 等） 

 

 

 

 

施策内容 豪雨災害が頻発・激甚化する中、県民の安全・安心を早期に確保するため、令和元年東日本台風による被災箇所の早期復旧に加

え、ハード・ソフト一体となった治水対策・土砂災害対策を行うなど、再度災害の防止に向けた取組を推進します。 

主な取組 

（ハード対策） 

○治水機能の向上に向けた改良復旧事業の推進 事業中（秋山川、永野川、巴波川、田川、荒川） 完了（思川、黒川） 

○堤防強化や堆積土除去等による防災・減災対策の推進 

（ソフト対策） 

○洪水浸水想定区域図の作成や土砂災害警戒区域の追加等によるハザードマップ整備支援 

○地域防災力の向上に向けた各種防災訓練の実施 

○水害や土砂災害の危険度をわかりやすく伝えるリアルタイム情報の充実 

○災害発生に備えた資機材等の適切な配備・運用 

○公共土木施設の復旧体制に関する国・市町・民間団体との情報共有の強化 

  

１ 道路 重点施策（５） 地域資源を活かしたサイクルツーリズム 

２ 河川・砂防 重点施策（１） 令和元年東日本台風による被災箇所の早期復旧と再度災害の防止 
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施策内容 頻発・激甚化する豪雨災害から県民の「命」や「財産」はもとより、日々の「暮らし」や「生業」を守るため、施設管理者による社会資本の

計画的な整備に加え、流域全体のあらゆる関係者との協働による流域治水対策を推進します。 

 

主な取組 

○洪水による被害を防ぐ河川整備の推進（一級河川巴波川/栃木市 等） 

○土砂災害による被害を防ぐ砂防施設の整備推進（上郭内/茂木町 等） 

○国・県・市町・企業・住民などが一体となって取り組む流域治水対策の推進 

○ダムの洪水調節容量の確保に向けた事前放流の的確な実施 

 

  

  

施策内容 持続可能でにぎわいのある誰もが暮らしやすいまちをつくるため、地域の特性に応じた都市機能を有する拠点づくりを進めるとともに、地

域資源を活用した魅力やにぎわいを創出するなど、「とちぎのスマート＋コンパクトシティ」の実現に向けた取組を推進します。 

主な取組 

（拠点づくり） 

○都市機能の集積や街なかへの居住の誘導の促進 

○空き家の利活用や除却の促進による良好な都市環境の確保・創出 

○道路のバリアフリー化による誰もが使いやすい道路空間の創出（東武 下今市駅前 等） 

○生活排水処理施設の整備による生活環境の改善 

○災害リスクを踏まえた防災まちづくりの促進 

(魅力・にぎわい) 

○公開空地や道路・河川などの公共空間の活用による魅力の創出（県道小山停車場線/小山市 等） 

○歴史的な街並みの保全や無電柱化等による魅力的で個性ある景観の形成（国道 119号/日光市東町地区 等） 

○インフラカードを活用した観光促進 

○SNSを活用したとちぎの魅力ある景観に関する情報の発信 

○生態系や親水性、景観などに配慮した多自然川づくりの推進  

２ 河川・砂防 重点施策（２） あらゆる関係者との協働による流域治水対策 

３ まちづくり 重点施策（１） 「とちぎのスマート＋コンパクトシティ」の実現 
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施策内容 多様化する居住ニーズにもきめ細やかに対応し、県民一人ひとりが真に豊かさを実感できる住生活を実現するため、誰もが安心して快

適に暮らせる住まいの確保に向けた取組を推進します。 

主な取組 

○子育て世帯や高齢者などにやさしい県営住宅のバリアフリー化の推進 

○高齢者などの多様化するニーズに対応した住まいの確保・居住支援の推進 

○倒壊による被害防止・軽減に向けた住宅・建築物の耐震化等の推進 

 

 

 

施策内容 多様化する県民ニーズに応えるとともに、地域の魅力や資源を生かした地域の活性化を図るため、快適で魅力にあふれる都市公園づ

くりを推進します。 

主な取組 

○Park-PFIなどの民間活力による都市公園の魅力向上 

○樹種転換によるみかも山公園の活性化の推進 

○都市公園を中心としたエリアの地域振興の促進 

  

３ まちづくり 重点施策（２） 誰もが安心して快適に暮らせる住まいの確保 

３ まちづくり 重点施策（３） 快適で魅力にあふれる都市公園づくり 
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施策内容 地域活力の維持や産業・観光における交流・連携の促進に向けて、すべての人にとって安全・安心・快適な移動手段を確保するため、

地域の実情に応じた公共交通サービスの確保・充実を推進します。 

主な取組 

○地域における持続可能な公共交通の確保に対する支援 

○広域的な公共交通ネットワークの充実・強化 （民間路線バスの運行支援、第三セクター鉄道の運行・施設整備支援 等） 

○交通系 IC カード、MaaS等の ICT を活用した公共交通の利便性向上の促進 

○無人自動運転技術の導入による効率的な公共交通の運行の促進 

○鉄道駅をはじめとする公共交通のバリアフリー化の促進 

○公共交通の利用意識の醸成 

 

 

施策内容 県民の生命・財産を守り、社会活動の重要な機能を維持するため、社会資本の整備や維持管理のハード対策に加え、災害リスクの高

い土地の利用規制などのソフト対策を一体的に行い、強くしなやかな県土づくりに向けた県土強靱化、防災・減災対策の加速化・深化を

推進します。 

主な取組 

（ハード対策） 

○災害時における安定的な輸送を支える広域道路ネットワークの充実・強化（県道矢板那須線/矢板市 等） 

○災害時における交通やライフラインの確保に向けた無電柱化の推進（国道 352号/壬生町 等） 

○緊急輸送道路の通行確保に向けた予防伐採の推進 

○広域的な活動拠点としての都市公園や道の駅等の有効活用 

○洪水による被害を防ぐ河川整備の推進（一級河川田川/宇都宮市 等） 

○土砂災害による被害を防ぐ砂防施設の整備推進 

（ソフト対策） 

○洪水浸水想定区域図の作成や土砂災害警戒区域の追加等によるハザードマップ整備支援 

○水害や土砂災害の危険度をわかりやすく伝えるリアルタイム情報の充実 

○国・県・市町・企業・住民などが一体となって取り組む流域治水対策の推進 

○ダムの洪水調節容量の確保に向けた事前放流の的確な実施  

○災害リスクを踏まえた防災まちづくりの促進  

４ 公共交通 重点施策（１） 地域の実情に応じた公共交通サービスの確保・充実 

横断的施策１ 県土強靱化、防災・減災対策 
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施策内容 急激に増加する老朽化した社会資本の安全性が将来にわたって確保できるよう、計画的な点検と効果的な修繕等に取り組むとともに、

新技術を活用して維持管理の高度化・効率化を図るなど、社会資本の長寿命化対策を推進します。 

主な取組 

○公共土木施設等の計画的な点検と効果的な修繕等による長寿命化対策の推進 

○ドローン等の新技術を活用した効率的な維持管理の推進 

 

 

 

 

施策内容 多様な主体が積極的に県土づくりに参画し、活力ある社会を築いていくため、県民に開かれた県土づくりに取り組むとともに、地域にお

ける多様な主体との連携・協働、地域の守り手となる建設業の担い手確保・育成など、協働による県土づくりを推進していきます。 

主な取組 

（県民に開かれた県土づくり） 

○県民にわかりやすい公共事業に関する情報発信の推進 

○公共事業の透明性確保に向けた事業評価の実施（多様や主体との連携・協働） 

○環境美化に向けた住民参加のボランティアサポートプログラムの推進（建設業の担い手の確保・育成） 

○工事発注の平準化、週休 2日や余裕期間の設定による働き方改革の推進 

○建設業に携わる女性職員の働きやすい環境を整備するための「とちけん小町」活動 

○高校生や子どもたちへの建設事業の PR活動や、インターンシップ支援による担い手確保 

○若年者の就業意識向上を図るための実践的な講座の実施 

○若手・中堅就業者の定着を図るための外部研修受講への支援 

  

横断的施策２ 社会資本の長寿命化対策 

横断的施策３ 協働による県土づくり 
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施策内容 Society5.0の実現に向けて、「とちぎインフラ DX構想」に基づきインフラ分野における DX（デジタル・トランスフォーメーション）を推進 

        するとともに、地域課題の解決に向けた未来技術の実用化等を積極的に支援するなど、未来技術を活用した新しい県土づくりを推進 

        します。 

主な取組 

（デジタル・トランスフォーメーションの推進） 

○ICT建機施工による建設現場の生産性向上 

○３次元データの活用による測量、設計、施工管理の省力化 

○新技術を活用した高度で効率的な道路管理の推進 

○ドローン等の新技術を活用した効率的な維持管理の推進 

○ウェアラブルカメラ等を活用した現場情報のリアルタイム共有（地域課題の解決に向けた未来技術の実用化） 

○交通系 IC カード、MaaS等の ICT を活用した公共交通の利便性向上の促進 

○ビッグデータを活用した交通渋滞や交通安全対策の推進 

○無人自動運転技術の導入による効率的な公共交通の運行の促進 

 

 

 

 

本プランの重点施策に掲げる各種取組を推進することは、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成にもつながります。 

県民をはじめ、市町、関係団体、企業、ＮＰＯなど地域社会を構成する多様な主体とＳＤＧｓの理念・目標を共有するとともに、連携・協働しながら、

ＳＤＧｓの各ゴールの達成に向けた取組を積極的に推進していきます。 

横断的施策４ 未来技術を活用した新しい県土づくり 

横断的施策５ プランの推進とＳＤＧｓ 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 県土整備部行政組織 

  



1 県土整備部の組織 (令和6（2024）年４月１日現在）
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２ 職員数一覧

所属名 事務職員 技術職員 現業職員 合  計

監理課 24 8 32

技術管理課 5 30 35

交通政策課 9 12 21

道路整備課 4 16 20

道路保全課 6 11 17

河川課 7 15 22

砂防水資源課 6 11 17

上下水道課 6 12 18

都市政策課 14 15 29

都市整備課 5 15 20

建築課 4 51 55

住宅課 12 11 23

用地課 12 12

本庁計 114 207 321

(令和６(2024)年４月１日現在）

11



所属名 事務職員 技術職員 現業職員 合  計

宇都宮土木事務所 35 53 6 94

鹿沼土木事務所 17 26 3 46

日光土木事務所 19 39 7 65

真岡土木事務所 21 32 3 56

栃木土木事務所 29 49 6 84

矢板土木事務所 16 33 3 52

大田原土木事務所 25 44 6 75

烏山土木事務所 14 23 3 40

安足土木事務所 28 40 6 74

下水道管理事務所 4 15 19

出先機関計 208 354 43 605

中計 322 561 43 926

派遣計 1 9 10

合計 323 570 43 936

※監理課には県土整備部長１名、事務次長１名、技術次長２名を含む。
※派遣計は、とちぎ建設技術センター、道路公社、住宅供給公社への派遣者数。
※能登半島地震に係る中長期派遣者は、各所属に含む。
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Ⅲ 分 掌 事 務 
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１ 各課の分掌事務        
 

課 室 名 分 掌 事 務 

監 理 課 

１  県土 整 備 行 政の 総 合企 画及 び 総合 調整 に 関す るこ と 。  
２  土木 事 業に 関す る 入札 契約 に 関す るこ と 。  
３  公共 工 事の 入札 及 び契 約の 適 正化 の促 進 に関 する 法 律の 施行 に 関す るこ と 。  
４  建設 業 法の 施行 に 関す るこ と 。  
５  測量 法 の施 行に 関 する こと 。  
６  浄化 槽 法の 施行 に 関す るこ と （浄 化槽 工 事業 の登 録 に関 する も のに 限る 。 ）。  
７  建設 工 事に 係る 資 材の 再資 源 化等 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと （解 体 工事 業者 の 登録 に関 す るも のに 限 る。 ）。  
８  特定 住 宅瑕 疵担 保 責任 の履 行 の確 保等 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと （ 建設 業者 に 関す る規 定 に限 る。 ） 。  
９  建設 工 事従 事者 の 安全 及び 健 康の 確保 の 推進 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
10 建設 統 計に 関す る こと 。  
11 部内 の 事務 に係 る 叙位 、叙 勲 及び 褒章 に 関す るこ と 。  
12 土木 事 務所 に関 す るこ と 。  

技 術 管 理 課  

１  土木 工 事及 び建 築 工事 の検 査 及び 指導 に 関す るこ と 。  
２  治山 、 林道 整備 事 業等 に係 る 工事 、農 業 土木 の工 事 及び 企業 局 事業 の工 事 の検 査及 び 指導 に関 す るこ と。  
３  土木 工 事の 設計 積 算（ 歩掛 、 単価 、シ ス テム ）に 関 する こと 。  
４  設計 の 基準 化に 関 する こと 。  
５  工事 用 材料 の試 験 に関 する こ と。  
６  技術 専 門研 修に 関 する こと （ 他課 の所 掌 する もの を 除く 。） 。  
７  公益 財 団法 人と ち ぎ建 設技 術 セン ター に 関す るこ と 。  
８  建設 副 産物 対策 に 関す るこ と 。  
９  公共 事 業コ スト 縮 減対 策に 関 する こと 。  
10 公共 事 業の 評価 に 関す るこ と 。  
11 県土 整 備部 建設 工 事等 技術 審 査会 に関 す るこ と。  
12 建設 工 事に 係る 資 材の 再資 源 化等 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと （他 課 の所 掌す る もの を除 く 。） 。  
13 土木 行 政総 合情 報 化の 推進 に 関す るこ と （Ｃ ＡＬ Ｓ ／Ｅ Ｃ含 む 。） 。  
14 公共 工 事の 品質 確 保の 促進 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと 。  
15 デジ タ ル技 術を 活 用し たイ ン フラ マネ ジ メン トに 関 する こと 。  
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課 室 名 分 掌 事 務 

交 通 政 策 課 

１  交通 政 策の 総合 企 画、 総合 調 整及 び推 進 に関 する こ と。  
２  公共 交 通ネ ット ワ ーク の整 備 及び 推進 に 関す るこ と 。  
３  鉄道 網 の整 備（ 駅 の新 設に 係 るも のを 除 く。 ）及 び 維持 に関 す るこ と。  
４  ＬＲ Ｔ 事業 に関 す るこ と。  
５  バス 路 線網 の整 備 及び 維持 に 関す るこ と 。  
６  高齢 者 、障 害者 等 の移 動等 の 円滑 化の 促 進に 関す る 法律 （公 共 交通 に関 す る規 定に 限 る。 ）の 施 行に 関す る こと 。  
７  運輸 事 業の 振興 の 助成 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
８  栃木 ヘ リポ ート に 関す るこ と 。  
９  道路 整 備の 総合 企 画、 総合 調 整及 び推 進 に関 する こ と。  
10 道路 整 備特 別措 置 法の 施行 に 関す るこ と 。  
11 道路 運 送法 （自 動 車道 、自 動 車道 事業 及 び自 家用 有 償旅 客運 送 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
12 地方 道 路公 社法 の 施行 に関 す るこ と。  
13 高速 自 動車 国道 に 関す るこ と 。  
14 自動 車 運転 代行 業 の業 務の 適 正化 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
15 自転 車 活用 推進 法 （第 ８条 第 １号 から 第 ３号 まで に 掲げ る事 務 に限 る。 ） の施 行に 関 する こと 。  
 

道 路 整 備 課 

１  道路 法 （道 路の 新 設及 び改 築 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
２  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 道 路の 新設 及 び改 築に 関 する 規定 に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と（ 都 市整 備課 の 所掌 する も

のを 除く 。 ）。  
３  道路 整 備事 業に 係 る国 の財 政 上の 特別 措 置に 関す る 法律 （道 路 の新 設及 び 改築 に関 す る規 定に 限 る。 ）の 施 行に 関す る

こと 。  
４  踏切 道 改良 促進 法 の施 行に 関 する こと 。  
５  交通 安 全施 設等 整 備事 業の 推 進に 関す る 法律 （歩 道 等の 整備 に 関す る規 定 に限 る。 ） の施 行に 関 する こと 。  
６  電線 共 同溝 の整 備 等に 関す る 特別 措置 法 （建 設に 関 する 規定 に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
７  高齢 者 、障 害者 等 の移 動等 の 円滑 化の 促 進に 関す る 法律 （道 路 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
８  市町 村 が行 う道 路 事業 に関 す るこ と（ 災 害復 旧及 び 維持 修繕 に 関す る技 術 指導 を除 く 。） 。  
９  その 他 道路 及び 橋 りょ うの 整 備に 関す る こと 。  

 



 

15 
 

 

課 室 名 分 掌 事 務 

道 路 保 全 課 

１  道路 法 （道 路の 新 設及 び改 築 に関 する 規 定を 除く 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
２  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 道 路の 維持 及 び修 繕に 関 する 規定 に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
３  道路 整 備事 業に 係 る国 の財 政 上の 特別 措 置に 関す る 法律 （道 路 の新 設及 び 改築 に関 す る規 定を 除 く。 ）の 施 行に 関す る

こと 。  
４  道路 の 修繕 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
５  積雪 寒 冷特 別地 域 にお ける 道 路交 通の 確 保に 関す る 特別 措置 法 の施 行に 関 する こと 。  
６  軌道 法 の施 行に 関 する こと 。  
７  鉄道 事 業法 の施 行 に関 する こ と。  
８  道路 運 送法 （自 動 車道 及び 自 動車 道事 業 に関 する 規 定を 除く 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
９  車両 制 限令 の施 行 に関 する こ と。  
10 道路 愛 護に 関す る こと 。  
11 交通 安 全施 設等 整 備事 業の 推 進に 関す る 法律 （道 路 標識 及び 照 明等 の整 備 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ

と。  
12 電線 共 同溝 の整 備 等に 関す る 特別 措置 法 （建 設に 関 する 規定 を 除く 。） の 施行 に関 す るこ と。  
13 とち ぎ 明治 の森 記 念館 に関 す るこ と。  
14 市町 村 が行 う道 路 事業 に関 す るこ と（ 災 害復 旧及 び 維持 修繕 に 関す る技 術 指導 に限 る 。） 。  
15 その 他 道路 及び 橋 りょ うの 保 全に 関す る こと 。  

河 川 課 

１  河川 法 （ダ ムに 関 する もの を 除く 。） の 施行 に関 す るこ と 。  
２  流域 治 水の 推進 に 関す るこ と 。  
３  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 河 川に 関す る 規定 に限 る 。） の施 行 に関 する こ と。  
４  公有 水 面埋 立法 の 施行 に関 す るこ と。  
５  公共 土 木施 設災 害 復旧 事業 費 国庫 負担 法 の施 行に 関 する こと 。  
６  水防 法 の施 行に 関 する こと 。  
７  水害 予 防組 合法 の 施行 に関 す るこ と。  
８  砂利 採 取法 （河 川 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
９  防災 行 政無 線（ 水 防用 とし て 設置 した も のに 限る 。 ）の 管理 運 営に 関す る こと 。  
10 河川 愛 護に 関す る こと 。  
11 部内 の 防災 ・危 機 管理 に関 す る連 絡調 整 に関 する こ と。  
12 その 他 河川 に関 す るこ と。  
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課 室 名 分 掌 事 務 

砂 防 水 資 源 課 

１  砂防 法 の施 行に 関 する こと 。  
２  地す べ り等 防止 法 の施 行に 関 する こと 。  
３  急傾 斜 地の 崩壊 に よる 災害 の 防止 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
４  土砂 災 害警 戒区 域 等に おけ る 土砂 災害 防 止対 策の 推 進に 関す る 法律 の施 行 に関 する こ と。  
５  河川 法 （ダ ムに 関 する もの に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
６  国等 の 多目 的ダ ム に係 る水 源 地域 対策 に 関す るこ と 。  
７  水源 地 域対 策特 別 措置 法の 施 行に 関す る こと 。  
８  水力 発 電施 設周 辺 地域 対策 に 関す るこ と 。  
９  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 砂 防、 地す べ り、 急傾 斜 地、 河川 （ ダム ）に 関 する 規定 に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
10 国等 が 行う 多目 的 ダム に関 す るこ と。  
11 その 他 砂防 水資 源 に関 する こ と。  

上 下 水 道 課 

１  水道 法 の施 行に 関 する こと 。 （環 境保 全 課の 所掌 す るも のを 除 く。 ）  
２  県が 経 営す る水 道 用水 供給 事 業の 水道 技 術管 理者 の 資格 等を 定 める 条例 の 施行 に関 す るこ と。  
３  栃木 県 小規 模水 道 条例 の施 行 に関 する こ と。  
４  都市 計 画法 （下 水 道事 業の 認 可に 関す る 規定 に限 る 。） の施 行 に関 する こ と。  
５  下水 道 法の 施行 に 関す るこ と 。  
６  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 水 道、 下水 道 に関 する 規 定に 限る 。 ）の 施行 に 関す るこ と 。  
７  栃木 県 下水 道管 理 事務 所に 関 する こと 。  
８  その 他 水道 、下 水 道に 関す る こと 。  
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課 室 名 分 掌 事 務 

都 市 政 策 課 

１  都市 計 画法 （街 路 事業 、公 園 事業 及び 下 水道 事業 の 認可 に関 す る規 定を 除 く。 ）の 施 行に 関す る こと 。  
２  土地 区 画整 理法 の 施行 に関 す るこ と。  
３  都市 再 開発 法（ 建 築課 の所 掌 する もの を 除く 。） の 施行 に関 す るこ と。  
４  流通 業 務市 街地 の 整備 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
５  都市 計 画区 域の 整 備、 開発 及 び保 全の 方 針の 策定 に 関す るこ と 。  
６  都市 計 画区 域及 び その 他の 区 域の 開発 行 為等 の制 限 に関 する こ と。  
７  駐車 場 法の 施行 に 関す るこ と 。  
８  屋外 広 告物 法の 施 行に 関す る こと 。  
９  公有 地 の拡 大の 推 進に 関す る 法律 （土 地 開発 公社 に 関す る規 定 を除 く。 ） の施 行に 関 する こと 。  
10 都 市の美観風致を維持するための樹木の保存に関する法律の施行に関すること。 
11 租税 特 別措 置法 の 規定 によ る 土地 譲渡 益 重課 制度 等 に係 る優 良 宅地 認定 事 務に 関す る こと 。  
12 中心 市 街地 の活 性 化に 関す る 法律 の施 行 に関 する こ と。  
13 景観 法 の施 行に 関 する こと 。  
14 栃木 県 景観 条例 の 施行 に関 す るこ と。  
15 高齢 者 、障 害者 等 の移 動等 の 円滑 化の 促 進に 関す る 法律 （路 外 駐車 場に 関 する 規定 に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
16 都市 再 生特 別措 置 法 （ 都市 再 生整 備計 画 関連 事業 に 係る もの を 除く 。） の 施行 に関 す るこ と。  
17 宅地 造 成及 び特 定 盛土 等規 制 法の 施行 に 関す るこ と （規 制区 域 の指 定、 許 可等 に関 す る事 務に 限 る。 ） 。  
18 その 他 都市 計画 に 関す るこ と 。  

都 市 整 備 課 

１  都市 計 画法 （街 路 事業 及び 公 園事 業の 認 可に 関す る 規定 に限 る 。） の施 行 に関 する こ と。  
２  都市 公 園法 の施 行 に関 する こ と。  
３  社会 資 本整 備重 点 計画 法（ 都 市計 画事 業 とし て行 う 道路 の新 設 及び 改築 並 びに 都市 公 園に 関す る 規定 に限 る 。） の施 行

に関 する こ と。  
４  道路 法 （都 市計 画 事業 とし て 行う 道路 の 新設 及び 改 築に 関す る 規定 に限 る 。） の施 行 に関 する こ と。  
５  道路 整 備事 業に 係 る国 の財 政 上の 特別 措 置に 関す る 法律 （都 市 計画 事業 と して 行う 道 路の 新設 及 び改 築に 関 する 規定 に

限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
６  都市 緑 地法 の施 行 に関 する こ と。  
７  高齢 者 、障 害者 等 の移 動等 の 円滑 化の 促 進に 関す る 法律 （都 市 公園 に関 す る規 定に 限 る。 ）の 施 行に 関す る こと 。  
８  都市 災 害復 旧事 業 の施 行に 関 する こと （ 都市 政策 課 の所 掌す る もの を除 く 。） 。  
９  その 他 街路 、公 園 に関 する こ と。  
10 公益 財 団法 人栃 木 県民 公園 福 祉協 会に 関 する こと 。  
11 都市 再 生特 別措 置 法（ 都市 再 生整 備計 画 関連 事業 に 係る もの に 限る 。） の 施行 に関 す るこ と。  
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課 室 名 分 掌 事 務 

建 築 課 

１  建築 基 準法 の施 行 に関 する こ と。  
２  建築 士 法の 施行 に 関す るこ と 。  
３  栃木 県 建築 基準 条 例の 施行 に 関す るこ と 。  
４  栃木県ひとにやさしいまちづくり条例の施行に関すること（公共的施設に係る建築物の届出等に関するものに 限る。）。 
５  建築 動 態統 計調 査 に関 する こ と。  
６  県有 建 築物 の工 事 施工 に関 す るこ と。  
７  特に 命 じら れた 建 築物 の工 事 施工 に関 す るこ と。  
８  都市 再 開発 法の 施 行に 関す る こと (都市 計 画施 設の 整 備を 伴う も のを 除く 。 )。  
９  租税 特 別措 置法 の 規定 によ る 譲渡 所得 の 課税 の繰 延 べに 係る 特 定民 間再 開 発事 業認 定 事務 及び 地 区外 転出 事 情認 定事 務

に関 する こ と。  
10 浄化 槽 法の 施行 に 関す るこ と （特 定行 政 庁の 事務 に 限る 。） 。  
11 高齢 者 、障 害者 等 の移 動等 の 円滑 化の 促 進に 関す る 法律 （建 築 物及 び建 築 設備 に関 す る規 定に 限 る。 ）の 施 行に 関す る

こと 。  
12 栃木 県 都市 計画 区 域以 外の 区 域内 の建 築 物に 係る 制 限に 関す る 条例 の施 行 に関 する こ と。  
13 建築 物 の耐 震改 修 の促 進に 関 する 法律 の 施行 に関 す るこ と。  
14 建築 物 のエ ネル ギ ー消 費性 能 の向 上 等 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと 。  
15 都市 の 低炭 素化 の 促進 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと （低 炭 素建 築物 の 認定 に関 す るこ とに 限 る。 ）。  
16 マン シ ョン の建 替 え等 の円 滑 化に 関す る 法律 の施 行 に関 する こ と (特 定行 政庁 の 事務 に 限る 。 )。  
17 震災 建 築物 応急 危 険度 判定 制 度の 施行 に 関す るこ と 。  
18 被災 宅 地危 険度 判 定制 度の 施 行に 関す る こと 。  
19 危険 住 宅の 移転 に 係る 事業 に 関す るこ と 。  
20 建築 物 の安 全性 に 係る 指導 に 関す るこ と 。  
21 ひと に やさ しい ま ちづ くり に 係る 事業 に 関す るこ と 。  
22 住宅 市 街地 整備 に 係る 事業 に 関す るこ と 。  
23 建設 工 事に 係る 資 材の 再資 源 化等 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと （特 定 建設 資材 の 分別 解体 等 に関 する も のに 限

る。 ）。  
24 県有 建 築物 の保 全 ・長 寿命 化 に関 する こ と。  
25 県有 建 築物 の定 期 点検 に関 す るこ と。  
26 長期 優 良住 宅の 普 及の 促進 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと （ 特定 行政 庁 の事 務に 限 る。 ）。  
27 その 他 建築 に関 す るこ と。  
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課 室 名 分 掌 事 務 

住 宅 課 

１  住生 活 基本 法の 施 行に 関す る こと 。  
２  公営 住 宅法 の施 行 に関 する こ と。  
３  栃木 県 県営 住宅 条 例の 施行 に 関す るこ と 。  
４  住宅 地 区改 良法 の 施行 に関 す るこ と。  
５  長期 優 良住 宅の 普 及の 促進 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと （ 特定 行政 庁 の事 務を 除 く。 ）。  
６  特定 優 良賃 貸住 宅 の供 給の 促 進に 関す る 法律 の施 行 に関 する こ と。  
７  地方 住 宅供 給公 社 法の 施行 に 関す るこ と 。  
８  新住 宅 市街 地開 発 法の 施行 に 関す るこ と 。  
９  宅地 建 物取 引業 法 の施 行に 関 する こと 。  
10 積立 式 宅地 建物 販 売業 法の 施 行に 関す る こと 。  
11 不動 産 特定 共同 事 業法 の施 行 に関 する こ と。  
12 特定 住 宅瑕 疵担 保 責任 の履 行 の確 保等 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと （ 監理 課の 所 掌す るも の を除 く。 ） 。  
13 犯罪 に よる 収益 の 移転 防止 に 関す る法 律 の規 定に よ る届 出及 び 監督 事務 に 関す るこ と （宅 地建 物 取引 業に 関 する もの に

限る 。） 。  
14 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の施行に関すること。  
15 優良 田 園住 宅の 建 設の 促進 に 関す る法 律 の施 行に 関 する こと 。  
16 住宅 の 品質 確保 の 促進 等に 関 する 法律 の 施行 に関 す るこ と。  
17 租税 特 別措 置法 の 規定 によ る 土地 譲渡 益 重課 制度 等 に係 る優 良 住宅 認定 事 務に 関す る こと 。  
18 良質 な 賃貸 住宅 等 の供 給の 促 進に 関す る 特別 措置 法 の施 行に 関 する こと 。  
19 独立 行 政法 人住 宅 金融 支援 機 構の 受託 事 務に 関す る こと 。  
20 マン シ ョン の管 理 の適 正化 の 推進 に関 す る法 律の 施 行に 関す る こと 。  
21 マン シ ョン の建 替 え等 の円 滑 化に 関す る 法律 の施 行 に関 する こ と（ 特定 行 政庁 の事 務 を除 く。 ） 。  
22 高齢 者 の居 住の 安 定確 保に 関 する 法律 の 施行 に関 す るこ と。  
23 地域 に おけ る多 様 な需 要に 応 じた 公的 賃 貸住 宅等 の 整備 等に 関 する 特別 措 置法 の施 行 に関 する こ と。  
24 栃木 県 住宅 建設 資 金の 融資 に 関す るこ と 。  
25 農地 所 有者 等賃 貸 住宅 建設 融 資利 子補 給 臨時 措置 法 の施 行に 関 する こと 。  
26 住環 境 整備 事業 に 関す るこ と 。  
27 その 他 住宅 に関 す るこ と。  

用 地 課 

１  土地 収 用法 の施 行 に関 する こ と。  
２  収用 委 員会 の事 務 に関 する こ と。  
３  国土 交 通省 所管 国 有財 産に 関 する こと 。  
４  廃道 敷 及び 廃川 敷 に関 する こ と。  
５  土木 事 業に 係る 公 共用 地の 取 得及 び補 償 に関 する こ と。  
６  土地開発基金（公共事業用地取得に係るものに限る。）に関すること。  
７  土木 関 係公 共用 地 の登 記に 関 する こと 。  
８  公共 用 地の 取得 に 関す る特 別 措置 法の 施 行に 関す る こと 。  
９  所有 者 不明 土地 の 利用 の円 滑 化等 に関 す る特 別措 置 法の 規定 に よる 裁定 事 務に 関す る こと 。  
10 補助 事 業に 係る 市 町村 の 用 地 事務 の指 導 に関 する こ と。  

 



 

20 
 

２  県土整備部出先機関の概要 

 

事 務 所 名 組 織 管 轄 市 町 村 面  積 人  口 道路延長 河川延長 

宇 都 宮 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部（用地第一課、用地第二課） 

整備部（整備第一課、整備第二課、整備第三課） 

保全部（保全第一課、保全第二課、保全管理課） 

公園管理部（公園管理課） 

建築指導担当 

１市１町 

宇都宮市 

上三川町 

  k ㎡ 

  471 

人 

543,749 

㎞ 

 363 

㎞ 

  193 

鹿 沼 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部 

整備部（整備第一課、整備第二課） 

保全部 

１市 

 鹿沼市 
   491   91,423    277    206 

日 光 

土 木 事 務 所 

 管理部（総務課） 

 企画調査部（企画調査課） 

 用地部（用地課） 

 整備部（整備第一課、整備第二課） 

 保全部（保全第一課、保全第二課、保全管理課） 

１市 

 日光市 
  1,450    73,656    505    417 

真 岡 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部（用地第一課、用地第二課） 

整備部（整備第一課、整備第二課） 

保全部 

建築指導担当 

１市４町 

 真岡市 

 益子町 

 茂木町 

 市貝町 

 芳賀町 

564   134,980   422   193 

栃 木 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部（用地第一課、用地第二課） 

整備部（整備第一課、整備第二課） 

改良復旧部（改良復旧課） 

保全部（保全第一課、保全第二課、保全管理課） 

建築指導担当 

３市２町 

 栃木市 

 小山市 

 下野市 

壬生町 

 野木町 

   669   439,558    492    203 
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事 務 所 名 組 織 管轄市町村 面  積 人  口 道路延長 河川延長 

矢 板 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部 

整備部 

保全部 

ダム管理部 

２市２町 

 矢板市 

 さくら市 

塩谷町 

 高根沢町 

   k ㎡ 

543 

人 

112,036 

      ㎞ 

285 

  ㎞ 

284 

大 田 原 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部（用地第一課、用地第二課） 

整備部（整備第一課、整備第二課） 

保全部（保全第一課、保全第二課、保全管理課） 

建築指導担当 

２市１町 

 大田原市 

 那須塩原市 

 那須町 

   

 1,319 

     

  207,551 

  

 648 

   

  602 

烏 山 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部 

整備部 

保全部 

１市１町 

 那須烏山市 

 那珂川町  

  367   37,247   218   186 

安 足 

土 木 事 務 所 

管理部（総務課） 

企画調査部（企画調査課） 

用地部（用地第一課、用地第二課） 

整備部（整備第一課、整備第二課） 

保全第一部 

保全第二部（安蘇庁舎内に配置） 

２市 

 足利市 

佐野市 

   534  252,319    321    228 

下 水 道 

管 理 事 務 所 
総務課、工務管理課、維持管理課 

     

計    6,408 1,892,519   3,531   2,474 

 

 ＊ 面積は、R5.10.1 現在（国土地理院発表「全国都道府県市区町村別面積調」） 

 ＊ 人口は、R6. 1.1 現在（統計課発表「毎月人口推計」速報値）                                 

 ＊ 道路延長は、R5.4.1 現在の県管理延長（道路延長に自転車道は含まない。） 

なお、各土木事務所の延長の合計と延長計は端数処理の関係で一致しない。 

 ＊ 河川延長は、R5.4.1 現在の県管理延長 

なお、各土木事務所の合計と、最下部「計」は、左右岸の管理の違い等のため一致しない。 
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３ 県土整備部出先機関一覧 

 

 

名 称 所 在 地 郵便番号 
電話番号 

市外局番 番 号 

宇 都 宮 土 木 事 務 所  宇都宮市竹林町 1030－2 321-0974 028  6 2 6 - 3 1 2 3  

鹿 沼 土 木 事 務 所  鹿沼市今宮町 1664－1 322-0068 0289  6 5 - 3 2 1 1  

日 光 土 木 事 務 所  日光市萩垣面 2390－7 321-1414 0288  5 3 - 1 2 1 1  

真 岡 土 木 事 務 所  真岡市荒町 116-1 321-4305 0285  8 3 - 8 3 0 1  

栃 木 土 木 事 務 所  栃木市神田町 6－6 328-8504 0282  2 3 - 3 4 3 3  

矢 板 土 木 事 務 所  矢板市鹿島町 20－11 329-2163 0287  4 4 - 2 1 8 5  

大 田 原 土 木 事 務 所  大田原市本町 2－2828－4 324-8765 0287  2 3 - 6 6 1 1  

烏 山 土 木 事 務 所  那須烏山市中央 1－6－92 321-0621 0287  8 3 - 1 3 2 1  

安 足 土 木 事 務 所  足利市伊勢町 4－19 326-8555 0284  4 1 - 2 3 3 1  

下 水 道 管 理 事 務 所  河内郡上三川町多功 1159 329-0524 0285  5 3 - 5 6 9 4  

 

烏山土木事務所 

大田原土木事務所 

宇都宮土木事務所 

矢板土木事務所 

日光土木事務所 

 

真岡土木事務所 

下水道管理事務所 

栃木土木事務所 

鹿沼土木事務所 

 

安足土木事務所 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 予 算 の 概 要 

  



１　令和６（2024）年度予算

　（１）　県の予算規模等

　

県予算歳入

県予算歳出（目的別）

・土木費 788.0億円

・総務費(409億円)の内

総務管理費 3.0億円

企画費 17.5億円

・災害復旧費(26億円)の内

土木施設災害復旧費 23.4億円

県土整備部予算計 831.9億円

令和6（2024）年2月8日時点（各部局事業移管前）
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※令和6（2024）年2月8日時点（各部局事業移管前）

県予算歳出（性質別 ） 県土整備部予算（一般会計・目的別）
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（２）部局別予算

（単位：千円）

国庫支出金 特定収入 地方債 一般財源

総 合 政 策 部
6,658,178 6,427,069 327,355 3,893,074 2,437,749 231,109 103.6% 0.7%

経 営 管 理 部
242,298,525 245,672,704 5,163,317 2,996,758 3,726,000 230,412,450 ▲ 3,374,179 98.6% 26.0%

生活文化スポーツ部
10,666,865 9,902,276 1,036,171 2,505,994 1,519,000 5,605,700 764,589 107.7% 1.1%

保 健 福 祉 部
179,900,470 200,850,627 15,758,439 20,705,949 842,000 142,594,082 ▲ 20,950,157 89.6% 19.3%

環 境 森 林 部
16,852,864 17,064,650 4,180,296 3,671,016 2,032,000 6,969,552 ▲ 211,786 98.8% 1.8%

産 業 労 働 観 光 部
154,748,298 173,401,217 1,858,828 142,286,983 14,000 10,588,487 ▲ 18,652,919 89.2% 16.6%

農 政 部
26,606,608 26,343,328 10,964,878 3,334,300 1,829,000 10,478,430 263,280 101.0% 2.9%

県 土 整 備 部
83,186,615 89,183,293 23,031,099 4,522,276 43,127,000 12,506,240 ▲ 5,996,678 93.3% 8.9%

危 機 管 理 防 災 局
1,694,336 1,314,588 16,750 141,234 325,000 1,211,352 379,748 128.9% 0.2%

会 計 局
980,557 1,003,495 60,339 108,000 812,218 ▲ 22,938 97.7% 0.1%

企 業 局
84,847 106,176 84,847 ▲ 21,329 79.9% 0.0%

議 会 事 務 局
1,468,111 1,493,712 13,016 1,455,095 ▲ 25,601 98.3% 0.2%

人 事 委 員 会 事 務 局
151,729 144,171 260 151,469 7,558 105.2% 0.0%

監 査 委 員 事 務 局
178,151 176,587 54 178,097 1,564 100.9% 0.0%

労 働 委 員 会 事 務 局
105,192 108,324 27 105,165 ▲ 3,132 97.1% 0.0%

教 育 委 員 会 事 務 局
160,791,968 160,902,833 29,893,967 7,432,333 4,239,000 119,226,668 ▲ 110,865 99.9% 17.2%

警 察 本 部
46,426,686 44,504,950 731,355 3,184,748 1,739,000 40,771,583 1,921,736 104.3% 5.0%

計
932,800,000 978,600,000 92,962,455 194,833,208 59,500,000 585,504,337 ▲ 45,800,000 95.3% 100.0%

構成

令和６（2024）年度
当初予算額

Ａ

令和５（2023）年度
当初予算額

B

部　　　局　　　名
Ａ　の　財　源　内　訳 比　較

（Ａ－Ｂ）

前年比

Ａ／Ｂ

※令和6（2024）年2月8日時点（各部局事業移管前）
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　（１）一般会計（目的別）

（A) （B) （A-B)

　２　総　　　務　　　費 1 総 務 管 理 費 298,524 298,800 ▲ 276 298,524

2 企 画 費 1,752,953 2,224,409 ▲ 471,456 461,343 45,000 164,759 1,081,851

計 2,051,477 2,523,209 ▲ 471,732 461,343 45,000 164,759 1,380,375

　４　衛　　  生      費 2 環 境 衛 生 費 358,942 358,942 340,845 17,636 461

計 358,942 358,942 340,845 17,636 461

　８　土　　　木　　　費 1 土 木 管 理 費 4,435,727 4,378,516 57,211 3,649 757,000 1,626,160 2,048,918

2 道 路 橋 り ょ う 費 41,538,260 41,693,527 ▲ 155,267 11,589,480 25,181,000 505,505 4,262,275

3 河 川 費 21,965,886 27,886,202 ▲ 5,920,316 6,311,082 13,474,000 615,415 1,565,389

4 都 市 計 画 費 8,250,311 7,684,633 565,678 2,604,257 1,866,000 1,351,774 2,428,280

5 住 宅 費 2,604,954 2,677,206 ▲ 72,252 727,288 838,000 258,663 781,003

計 78,795,138 84,320,084 ▲ 5,524,946 21,235,756 42,116,000 4,357,517 11,085,865

　１１　災 害 復 旧 費 2 　土木施設災害復旧費 2,340,000 2,340,000 1,334,000 966,000 40,000

計 2,340,000 2,340,000 1,334,000 966,000 40,000

83,545,557 89,183,293 ▲ 5,637,736 23,371,944 43,127,000 4,539,912 12,506,701

　（２）企業会計

（A) （B) （A-B)

収　　　　　入 12,964,000 12,766,000 198,000 9,789,000 3,175,000

支　　　　　出 13,534,000 13,700,000 ▲ 166,000 9,445,000 4,089,000
流域下水道事業会計

 (単位 ： 千円）

会計名 区　　　　　分 当 初 予 算 額 前年度予算額 比較
当 初 予 算 額 の 内 容

当　初　予　算  額  の  財  源  内  訳
備　　考

国 庫 支 出 金

備　　考
収 益 的 収 支

地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

資 本 的 収 支

計

２　令和６（2024）年度県土整備部予算

 (単位 ： 千円）

款 項 当 初 予 算 額 前年度予算額 比較
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 （３）一般会計（性質別）
（単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 比 較 前年度比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

 １ 職員費 2,319,807 2,472,919 ▲ 153,112 0.94

 ２ 公共事業費 43,566,008 49,645,562 ▲ 6,079,554 0.88 （交通政策） 48,750 （道路整備） 19,063,613

（土木） （道路保全） 3,089,111 （河川） 10,272,500

（砂防水資源） 2,254,845 （都市政策） 696,000

（都市整備） 5,092,900 （住宅） 1,550,902

（職員費・事務費） 1,497,387

 ３ 建設事業費 24,111,410 24,229,952 ▲ 118,542 1.00

県単土木 14,518,943 14,396,129 122,814 1.01 （道路整備） 2,651,735 （道路保全） 10,315,079

（河川砂防） 1,309,352 （都市整備） 50,000

（事務費） 192,777

受託事業 531,429 482,789 48,640 1.10 431,429 100,000

その他 504,218 173,932 330,286 2.90 指導監督費（職員費・事務費） 35,744 88,823

（国庫補助） 340,651 盛土規制法基礎調査事業費 39,000

その他 8,556,820 9,177,102 ▲ 620,282 0.93 職員費（事業費支弁） 3,632,095 緊急防災・減災対策事業費 3,000,000

（県単独） 道路調査費 341,344 河川調査費 46,559

砂防調査費 144,938 用地調査費 8,576

399,391 233,459

33,160 242,678

252,716 124,765

 ４ 災害復旧費 2,240,000 2,240,000 1.00

公共（国庫補助） 2,000,000 2,000,000 1.00 2,000,000

県単独 240,000 240,000 1.00 40,000 200,000

６年災害復旧事業費

災害調査費 ６年県費単独災害復旧事業費

生活基盤施設耐震化等補助金

運輸事業振興費 南摩ダム水特事業交付金費

公園事業費 県有建築物耐震化推進事業費(県単分)

営　繕　費（維持修繕等） 県営住宅管理費（投資的経費）

区        分
主　　な　　事　　業

（県分析）

河川受託事業費 街路整備受託事業費

電源立地地域対策交付金事業費
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（単位：千円）

当初予算額 前年度予算額 比 較 前年度比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

区        分
主　　な　　事　　業

（県分析）

5,122,691 5,122,691 1.00

災害 100,000 100,000 1.00 災害 100,000

その他 5,022,691 5,022,691 1.00 （道路） 2,031,380 （河川） 295,000

（砂防） 1,082,864 （ダム） 1,613,447

 ６ 主要義務費 5,969 5,969 1.00

議員委員報酬 5,969 5,969 1.00 土地収用関係諸費 5,969

（委員報酬等）

 ７ 県単補助金 1,086,413 980,756 105,657 1.11

投資 486,163 318,020 168,143 1.53 30,761 10,400

201,783 60,000

152,458

消費 600,250 662,736 ▲ 62,486 0.91 136,996 165,566

栃木県道路公社関係諸費 288,259 1,253

 ８ 県単貸付金 25,685 38,360 ▲ 12,675 0.67 住宅建設資金貸付金 25,685

 ９ 受託事務費 2,615 2,571 44 1.02 1,634 511

10 一般行政費 5,064,959 4,444,513 620,446 1.14

繰出等 928,070 953,167 ▲ 25,097 0.97 142 927,928

(繰出金、積立金)

償還金 17,636 17,636 皆増 生活基盤施設耐震化等補助金 17,636

その他 425,148 131,192 293,956 3.24 384,800

（国庫補助） 33,500

その他 3,694,105 3,360,154 333,951 1.10 1,275,413 河川管理費（河川・ダム） 217,681

（県単独） 760,442 県営住宅管理費（消費的経費） 613,827

水防費 43,696

83,545,557 89,183,293 ▲ 5,637,736 0.94一般会計　　計

無人運転移動サービス導入促進事業費

下水道事業調査費

道路管理費

公園管理費

三セク鉄道経営安定化補助金 生活交通対策費

被災住宅再建等支援事業費

建設業監理費（国庫委託事務費） 建築統計費

ＬＲＴ整備事業支援基金積立金 他会計繰出金(流域下水道事業会計)

 ５ 国直轄事業
　　負担金

三セク鉄道輸送対策補助金
交通バリアフリー推進事業費
（ﾉﾝｽﾃｯﾌﾟﾊﾞｽ、鉄道駅、UDﾀｸ
ｼｰ）

ＬＲＴ整備事業費補助金 土地区画整理事業助成費（県単）

耐震改修促進事業費
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３　令和６（2024）年度　各課別予算

（単位：千円）

予算額 前年度 比較増減

(A) 国庫支出金
分担金
負担金

使用料
手数料

財産収入 寄附金 繰入金 繰越金 諸収入 地方債 一般財源 予算額(B) (A)-(B)

監 理 課 7,631,617 37,378 17,105 1,515,965 1,080 3,157 3,081 568,000 5,485,851 7,770,616 ▲ 138,999

技 術 管 理 課 201,272 3,124 198,148 165,447 35,825

交 通 政 策 課 4,099,331 388,650 55 5,199 142 121,783 2,894 2,370,000 1,210,608 3,827,518 271,813

道 路 整 備 課 21,715,348 9,876,927 459,283 11,297,000 82,138 22,210,387 ▲ 495,039

道 路 保 全 課 14,699,961 1,688,111 42,149 4,073 11,559,000 1,406,628 14,337,091 362,870

河 川 課 17,815,512 6,588,850 65,060 440 657 431,429 10,546,000 183,076 24,021,062 ▲ 6,205,550

砂 防 水 資 源 課 5,978,066 1,144,543 101,810 34,686 3,894,000 803,027 6,439,835 ▲ 461,769

上 下 水 道 課 1,322,796 357,595 17,636 947,565 1,322,796

都 市 政 策 課 803,240 367,500 208,800 6,488 257 220,195 770,926 32,314

都 市 整 備 課 6,036,502 2,216,900 1,006,000 14,201 8,500 107,528 1,866,000 817,373 6,416,251 ▲ 379,749

建 築 課 721,203 511 5 27,027 60,000 182,000 451,660 576,032 145,171

住 宅 課 2,382,983 704,979 230,656 1,322 26,685 838,000 581,341 2,510,295 ▲ 127,312

用 地 課 137,726 6,016 585 5,034 7,000 119,091 137,833 ▲ 107

83,545,557 23,371,944 1,906,283 1,804,634 8,492 193,440 627,063 43,127,000 12,506,701 89,183,293 ▲ 5,637,736

（単位：千円）

予算額 前年度 比較増減

(A) 収益的収支 資本的収支 予算額(B) (A)-(B)

収　　入 12,964,000 9,789,000 3,175,000 12,766,000 198,000

支　　出 13,534,000 9,445,000 4,089,000 13,700,000 ▲ 166,000

上 下 水 道 課 流域下水道事業

　（２）各課別集計（企業会計）

課          名 企 業 会 計 名 区　分
予算額の内容

　（１）各課別集計（一般会計）

課          名
左 の 財 源 内 訳

一 般 会 計 計
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（３） 各課別当初予算（一般会計）   

 

① 監 理 課 
                                                  

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 職員費 5,853,447 

 1 土木総務費 

 2 道路橋りょう総務費 

 3 河川総務費 

 4 都市計画総務費 

5 住宅管理費 

2,221,352  

2,281,219  

707,606 

463,208 

180,062   

２ 監理諸費 120,460 
 1 監理事務費 

 2 道路河川監視員費 

60  

120,400   

３ 財産管理費 20,412  1 土木事務所庁舎の財産管理等に要する経費                      

４ ボランティアサポートプログラム事業費 1,893 

 1 愛ロードとちぎ事業費 

2 愛リバーとちぎ事業費 

3 愛パークとちぎ事業費 

989 

782  

122 

５  建設業監理費 59,080 

 1 建設工事紛争審査会費 

 2 建設業監理費 

 3 国庫委託事務費 

685 

56,761  

1,634  

６  建設業総合支援事業費 6,611 
 1 建設業定着率向上支援事業費 

2 若年者建設業担い手育成支援事業費 

3,454 

3,157 

７  県単事業事務費 192,777 
 1 道路橋りょう総務費 

 2 河川総務費 

120,597 

72,180 

８  社会資本整備推進費（職員費） 847,108  社会資本整備事業等施行に伴う職員費  
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（単位：千円） 

事業名 当初予算額 内容 

９ 社会資本整備推進費（事務費） 395,630  社会資本整備事業等施行に伴う事務費 

10 市町村事業指導監督費 35,744 

1 道路橋りょう総務費 

2 河川総務費 

3 都市計画総務費 

4 建築指導費 

5 住宅管理費 

8,192  

632  

22,607 

1,504 

2,809  

11  河川管理費 98,455 

 1 中禅寺ダム職員費  

 2 三河沢ダム職員費 

 3 ダム統轄職員費 

4 松田川ダム職員費 

16,396  

6,477  

65,401 

10,181 

計 7,631,617  
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② 技術管理課                                                                                                     

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 技術管理費 3,928  専門的知識の習得等のための技術職員等の研修に要する経費 

２ 電算積算管理費 83,275 
 県土整備部の公共事業の適正かつ効率的な執行を支援するための電算システム運営等に要する経

費 

３ 公共事業評価対策費 42   栃木県総合評価委員会の運営に要する経費 

４ 土木行政情報化推進費 55,678 
 電子入札や電子納品等の CALS/EC の推進に要する経費 

 次世代ＧＩＳの構築に向けた調査に要する経費 

５ 建設事業理解促進費 360  栃木県魅力ある建設事業推進協議会に対する負担金 

６ 積算資料調査事業費 57,989 公共事業の積算根拠となる労務・資材の実態調査及び積算基準書の改定等に要する経費 

計 201,272  
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③ 交 通 政 策 課 
 
                                               

（単位：千円） 

事 業 名 当初予算額  内 容 

１ 公共交通利活用促進事業費 199 
 公共交通の利用促進と利便性向上を図るための経費 

1 副読本作成費                                                 
2 公共交通利活用促進費                                          

 
121 
78 

２ 鉄道網整備促進費 198,518  
 第三セクター鉄道の維持・存続に要する経費 

1 第三セクター鉄道輸送対策事業費補助金                     
2 第三セクター鉄道経営安定化補助金                       

 
30,761 

167,757 

３ 生活交通対策費 165,566  

 路線バスなど生活交通の維持・改善等の促進に要する経費 

1 栃木県バス運行対策費補助金             
2 栃木県生活バス路線維持費補助金              
3 市町村生活交通路線運行費補助金                    
4 生活交通再構築事業費補助金               

 
 

54,445 
22,628 
86,493 
2,000 

４ 栃木ヘリポート事業費 25,589  栃木ヘリポートの運営に要する経費  

５ 交通バリアフリー推進事業費 10,400  
公共交通事業者が実施するバリアフリー化事業に対する助成 

  1 人にやさしいバス整備事業費補助金              
  2 人にやさしいユニバーサルデザインタクシー整備事業費補助金  

 
5,000 
5,400 

６ 次世代型路面電車システム整備事業支援基 
  金積立金 

142 
 宇都宮市及び芳賀町が実施したＬＲＴ整備事業に対する支援に活用するための基金積立に要する
経費 

７ 芳賀・宇都宮ＬＲＴ整備事業費補助金 201,783  宇都宮市及び芳賀町が実施したＬＲＴ整備事業に対する助成 
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（単位：千円） 

事業名 当初予算額 内容 

８ 生活交通ネットワーク形成促進事業費 384,800  
 公共交通の維持・充実や利便性向上に向けた無人運転移動サービスの導入促進に要する経費 
 1 無人運転移動サービス導入検証・促進事業費            24,800 
 2 無人運転移動サービス導入促進事業費             360,000 

９ 運輸事業振興助成交付金 399,391  
輸送力の確保及び輸送サービスの改善等の各種公益事業を行うバス協会及びトラック協会への 
交付金 

10 栃木県道路公社関係諸費 3,210  栃木県道路公社に係る地方公務員等共済組合法に基づく負担金 

11 日塩有料道路償還事業費補助金 125,287   日塩有料道路に係る未償還金処理のための栃木県道路公社への支援に要する経費 

12 鬼怒川有料道路償還事業費補助金 162,972  鬼怒川有料道路に係る未償還処理のための栃木県道路公社への支援に要する経費 

13 道路調査費 341,344 
 交付金事業の導入等に係る調査に要する経費 

1 道路計画基礎調査                                    16,344 
2 実施計画調査費                                   325,000 

14 直轄事業負担金（道路） 2,031,380 国直轄管理である国道４号及び 50 号の道路改築工事等に対する負担金  

15 総合交通政策事業費（補助） 48,750 
総合的な交通政策の調査に要する経費 
1 直轄権限代行事業導入調査費             24,750 
2 広域道路網調査費                                    24,000 

計 4,099,331  
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④ 道 路 整 備 課 

 

 

 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 快適で安全な道づくり事業費（補助）    19,063,613 

 国庫補助や社会資本整備総合交付金を導入して実施する事業 

   

1 高規格道路の整備を行い、広域的交流拠点や地域開発拠点等の連携強化を図るほか、道路交通

の円滑化を図り活力ある暮らしを支える道づくりを行う経費      14,831,413  

・国庫補助事業             補助率 1/2、5.5/10 

・社会資本整備総合交付金事業      補助率 1/2、5.5/10  

・社会資本整備総合交付金事業（広域連携）補助率 4.5/10 

                             

 

2 県内全域において県民の生活に必要な歩道整備や、事故多発箇所における交差点改良等を行う

ことにより、安全で安心な暮らしを支える道づくりを行う経費     4,232,200  

・国庫補助事業             補助率 5.5/10 

・防災・安全交付金事業         補助率 1/2、5.5/10  

                             

２ 快適で安全な道づくり事業費（県単）    2,651,735 

 比較的小規模で県民の要望に対しきめ細やかに対応する事業 

 

1 県民の快適で活力ある暮らしを支える道づくりの推進に要する経費   1,352,385 

                             

 

2 県民の安全で安心な暮らしを支える道づくりの推進に要する経費     1,299,350 

                             

計 21,715,348 
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⑤  道 路 保 全 課 
 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 道路愛護奨励費        3,903 道路愛護活動を促進し、道路環境の美化を図るために要する経費 

２ 道 路 管 理 費 1,290,746 

道路照明等の費用及び県管理国・県道の維持管理及び長大トンネル、道の駅等の管理に要する経費 

1 道路照明等維持管理費               1,161,383 

2 長大トンネル管理費                 129,363 

３ 道路維持調査費 1,122 県管理の国道、県道における交通上、危険な箇所の緊急的な調査に要する経費  

４ 道路保全事業費（県単） 10,296,792 

県管理の国道、県道の保全対策及び維持・補修に要する経費 

1 道路維持修繕 

2 舗装修繕 

3 橋りょう補修・点検 

4 雪寒対策 

5 道路排水・路肩等維持修繕                                            

５ 道路保全事業費（補助） 2,841,111 

県管理の国道、県道の保全対策及び維持・補修に要する経費 

1 橋りょう補修・点検 

2 トンネル等補修・点検 

3 道路災害防除 

4 道路アンダー冠水対策 

5 舗装修繕 

6 雪寒対策 

・補助率 1/2、5.5/10、6/10、2/3 

7 道の駅の駐車場・ﾄｲﾚ棟更新 
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（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

６ 快適な道路環境づくり事業費（県単） 18,287 県管理の国道、県道における交通上、危険な箇所の交通安全施設の設置に要する経費 

７ 快適な道路環境づくり事業費（補助） 248,000 

県管理の国道、県道における交通上、危険な箇所の交通安全施設の設置に要する経費 

1 道路標識・道路照明及び防護柵等整備 

2 道路情報板等整備 

3 自転車通行環境等整備 

4 事故危険箇所対策      

・補助率 1/2、5.5/10  

計 14,699,961  
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⑥ 河 川 課 

 

 

 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 河川管理費 72,353 

 河川の適正な管理、河川区域図のデジタル化等に要する経費 

 1 水文観測費 12,671  

 2 河川管理費 59,682  

２ 河川調査費 46,559 河川改修計画立案のための測量設計及びその他諸調査等に要する経費 

３ 河川諸費 4,273  栃木県道路河川愛護連合会（河川部会）に対する負担金 

４ 水害統計調査費 350 国からの委託を受けて実施する水害統計調査に要する経費 

５ 河川砂防保全事業費（県単） 1,177,670 
 河川管理施設、砂防施設、地すべり防止施設、ダム等の適正な維持管理を目的に行う維持修繕工

事・堤防除草に要する経費 

６ 緊急防災・減災対策事業費 3,000,000 
災害が発生した場合でも被害を極力抑え、あるいは拡大させないための、緊急的な防災・減災対

策事業に要する経費 

７ 河川砂防施設づくり事業費（県単） 131,682 
一級河川、砂防指定地及び急傾斜地崩壊危険区域内等における国庫補助事業等の対象とならない

施設整備事業に要する経費 

８ 直轄事業負担金 295,000  国直轄区間の河川改修等に対する負担金 

９ 河川受託事業費 431,429  河川改修工事に伴う市町村道橋梁等の改築について、当該市町からの受託工事実施に要する経費 

 



 

39 
 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

10 安全な川づくり事業費（補助） 9,987,500 

 中小河川の改修を推進するとともに、令和元年東日本台風による被害を受けた地域の再度災害防

止に必要な緊急対策に要する経費 

１ 防災・安全交付金         3,660,500（補助率 1/2、1/3） 

２ 大規模特定河川事業費        967,000（補助率 1/2） 

３ 河川激甚災害対策特別緊急事業費  5,360,000（補助率 5.5/10） 

11 市町村川づくり助成費（補助） 285,000 

 市町が実施する都市基盤河川改修事業及びハザードマップ作成に対する助成経費 

１ 都市基盤河川改修事業費   277,000（補助率 1/3） 

２ 水害リスク情報整備推進事業   8,000（補助率 1/3） 

12 水防費 43,696 水防活動に必要な資機材、監視、警戒、通信連絡等に要する経費 

13 ６年災害復旧事業費(工事費)    2,000,000  令和６年度に災害が発生した場合に、その復旧事業を実施するために要する経費（補助率 0.667） 

14 災害調査費 40,000 公共土木施設の被災箇所の復旧に必要な測量、地質調査、設計・積算等に要する経費 

15 ６年県費単独災害復旧事業費 200,000 
令和６年度に災害が発生した場合に、国庫負担法対象外箇所の復旧事業を実施するために要する 

経費 

16 直轄事業負担金   （災害） 100,000 国直轄の災害復旧事業に対する負担金 

計 17,815,512  
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⑦ 砂防水資源課 
 

（単位：千円） 

事 業 名 当初予算額  内 容 

１ 砂防施設づくり事業費（補助）  2,097,000 

土砂災害に対し砂防施設を整備するハード対策と土砂災害警戒区域の指定等による警戒避難体制

の強化などのソフト対策に要する経費 

・防災・安全交付金事業、補助事業 

  火山砂防            補助率 5.5/10     46,000 

  通常砂防、地すべり、急傾斜地  補助率 1/2        1,671,000 

    砂防メンテナンス事業           補助率 1/2          180,000 

  総合流域防災事業（情報基盤等） 補助率 1/2           80,000 

  総合流域防災事業（基礎調査）  補助率 1/3          120,000 

２ 砂防調査費   144,938 

 砂防事業計画策定のための調査等に要する経費 

1 事業導入調査                      122,695 

2 砂防法等指定地編入調査                  22,243 

３ ダム施設保全事業費（補助）       157,845  ダムメンテナンス事業費（補助）を導入して実施する県営ダムの施設の改築・更新に要する経費 

４  河 川 管 理 費       169,498 県営７ダムの適正な管理等に要する経費 

５ 砂 防 管 理 費    7,422  砂防施設の維持、管理に要する経費 

６ 直轄事業負担金   2,696,311 

 国直轄の砂防事業及びダム事業等に対する負担金 

 1 砂防事業                      1,082,864 

 2 ダム事業                       1,613,447 

７  水源地域対策費 277,622 

 1 水源地域対策基金事業費                               44,163 

  南摩ダム建設に伴う水没等関係住民の生活再建と水没関係地域の振興を図るための、事業実施

に要する経費                      

 2 南摩ダム水特事業交付金費                            233,459 

    南摩ダム水源地域整備計画に基づく事業のうち、鹿沼市で実施する 事業費の一部を交付するた

めの経費 
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（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

８  電源立地地域対策交付金事業費      88,823   
発電用施設（水力発電施設）の設置及び運転の円滑化に資するため、当該施設が設置されている

市町に対し、公共用施設の整備、地域活性化に寄与する事業等に要する経費を交付するための経費 

９ 全国水需給動態調査費          120 
地域水需給の現状と動向等を把握するために実施される、国土交通省からの受託調査に要する経

費 

10 東大芦川ダム関連事業費 338,487 東大芦川ダムの建設中止に伴い、鹿沼市と締結した合意書に基づく対応に要する経費 

計 5,978,066    
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⑧ 上 下 水 道 課 

 （単位：千円） 

 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 水道指導費 358,942  上水道等の整備の促進及び既設の上水道等の適正な維持管理の指導に要する経費 

２ 下水道諸費 300 各流域下水道促進協議会の行う事業に対する交付金 

３ 下水道事業調査費 33,500 利根川及び那珂川流域の両流域で策定されている流域別下水道整備総合計画の更新に要する経費 

４ 他会計繰出金 930,054 流域下水道事業会計への繰出金 

計 1,322,796  
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⑨ 都 市 政 策 課 

 

 

                     

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 開発行為規制指導費 5,384   栃木県開発審査会の運営及び都市計画法に基づく開発行為の規制指導等に要する経費 

２ 都市計画推進費 680   都市計画縦覧用図等の作成・更新及び都市計画に関する指導に要する経費 

３ 屋外広告物指導費 725  屋外広告物法、栃木県屋外広告物条例に基づく規制指導等に要する経費 

４ 景観づくり推進事業費 551  景観法及び栃木県景観条例に基づく景観づくりの活動推進に要する経費 

５ 中心市街地活性化推進事業費 800  栃木県まちなか元気会議に対する負担金 

６ 土地区画整理事業助成費 

（県単） 
60,000  市町が施行する土地区画整理事業に対する事業費補助に要する経費 

７ 土地区画整理事業助成費（補助） 696,000 
 土地区画整理組合及び都市再生機構が施行する土地区画整理事業に対する事業費補助に要する経

費 

８ 盛土規制法基礎調査事業費 39,100 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定のための調査検討に要する経費 

計 803,240  
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⑩ 都 市 整 備 課  

 （単位：千円） 

 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 街路づくり事業費（補助） 4,788,900 

 安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与し、地域の活力を生み出す都市計画道路の整備

に要する経費 

 ・補助率 1/2、5.5/10             

２ 街路整備受託事業費 100,000  都市計画道路整備事業に係わる、市町からの整備事業の受託に要する経費 

３ 公園管理費 760,442 

 県営都市公園の管理運営に要する経費 

  １ 指定管理委託料 

  ２ その他管理運営経費 

 

760,202 

240 

４ 公園事業費 33,160 県営都市公園の景観向上や魅力向上を図るための施設整備及び樹種転換の実施に要する経費 

５ 魅力ある公園づくり事業費（補助） 304,000 
 県営都市公園の施設改築・更新に要する経費 

 ・補助率 1/2 

 

 

 

 

６ 魅力ある公園づくり事業費（県単） 50,000  県営都市公園の施設修繕に要する経費 

計 6,036,502 
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⑪ 建 築 課 
   

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 営 繕 費 298,524  庁舎、公舎及び職員住宅等の維持修繕（県営住宅を除く）、定期点検等の建築保全に要する経費 

２ 建 築 監 理 費 27,032 

 建築基準法に基づく建築物の確認申請の審査、許可等、建築審査会の運営、建築士法の施行、建

築物の表彰に要する経費 

  1 建築指導費                      24,331 

  2 建築審査会費                      1,161 

  3 建築士監理費                      1,434 

  4 低炭素建築物認定事業費                 106 

３ 建 築 統 計 費 511  建築動態統計調査に要する経費 

４ 耐震改修等促進事業費 152,458 

 民間建築物の耐震化を促進するための耐震診断、改修、建替等に対する助成に要する経費 

  1 民間住宅耐震診断等助成事業費             8,560 

  (1)民間住宅耐震診断士派遣助成事業費           8,400 

  (2)民間住宅補強計画策定助成事業費              160 

  2 民間住宅耐震改修等助成事業費             84,000 

  (1)民間住宅耐震改修助成事業費             7,500 

  (2)民間住宅耐震建替助成事業費             67,500 

  (3)ブロック塀等除却助成事業費              9,000 

  3 特定建築物等耐震改修助成事業費             59,898 

５ 県有建築物耐震化推進事業費   242,678  特定天井の耐震化の工事に要する経費 

計 721,203  
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⑫ 住 宅 課 
 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 県営住宅管理費 738,592 

 県営住宅の管理運営及び維持補修に要する経費 

 1 住宅供給公社及び指定管理者に対する管理委託料     607,051 

 2 県営住宅管理運営費                  131,541 

２ 県営住宅総量適正化推進費 48,711 

 県営住宅の解体工事等に要する経費 

 1 解体工事費等                      46,506 

 2 移転補償費                       2,205 

３ 住宅宅地対策費 28,395 

 住情報の提供及び住宅相談会等に要する経費 

 1 栃木県住宅建設資金貸付金                 25,685 

 2 住宅新築資金等貸付助成事業補助金             763 

 3 安全で安心な住まいづくり推進事業費           1,947 

４ 住宅諸費 2,754 地方団体関係職員共済組合地方公共団体負担金に要する経費 

５ 宅地建物対策費 9,446  宅地建物取引業の指導監督等に要する経費 

６ 長期優良住宅認定事業費 2,786 
 長期優良住宅の普及の促進に関する法律に基づく、長期優良住宅建築等計画の認定事務等に要す

る経費 

７ 高齢者向け賃貸住宅普及促進事業費 144  高齢者向けの賃貸住宅に関する情報提供やサービス付き高齢者向け住宅の普及促進に要する経費 

８ 被災住宅再建等支援事業費 1,253  被災住宅の再建等のための借入れに対して市町が行う利子補給の支援に要する経費 

９ 県営住宅整備事業費（補助） 1,550,902  県営住宅の整備に要する経費 

計 2,382,983  

                                   



 

47 
 

⑬ 用 地 課 
 

（単位：千円） 

事 業 名 当 初 予 算 額 内 容 

１ 土地収用関係諸費  12,570 

 収用委員会の運営及び土地収用法の施行等に要する経費 

1 あっせん及び仲裁に関する事務              218 

2 事業の認定に関する事務                 285 

3 裁決（収用委員会）等に関する事務            11,985 

4 所有者不明土地法の裁定に関する事務              82 

２ 用地管理費 6,226 

過年度分未登記の処理及び廃道廃川敷の処分等に要する経費 

1 未登記処理費                     1,192 

2 用地関係諸費                                          5,034 

３ 用地調査費     8,576 
交付金事業等導入予定箇所の用地調査に要する経費 

・道路事業用地調査                       8,576 

４ 用地事務推進費      110,354  

公共事業施行に必要な土地を取得するための事務執行に要する経費 

 1 境界確認等に関する事務                   5,280 

2 買収価格算定等に関する事務              58,450 

3 用地取得業務の委託に関する事務            46,624 

計      137,726  
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（４）各課別当初予算（企業会計） 
 

 

①  流 域 下 水 道 事 業 会 計 

 

 （上下水道課）                                                                                         （単位：千円） 

区 分 （ 収 益 的 収 支 ） 当 初 予 算 額 内 容 

１ 流域下水道事業収益 

 ⑴ 営業収益 

  ア 負担金 

  イ 受託事業収益 

  ウ 他会計負担金 

 ⑵ 営業外収益 

  ア 受取利息及び配当金 

  イ 他会計補助金 

  ウ 長期前受金戻入 

  エ 発電収益 

  オ 雑収益 

 ⑶ 特別利益 

  ア その他特別利益 

9,789,000 

5,876,881 

4,827,434 

1,033,447 

16,000 

3,912,118 

35 

930,054 

2,701,136 

272,096 

8,797 

1 

1 

  

  

 処理場等の維持管理に係る市町からの負担金 

 下水道資源化工場の維持管理に係る市町からの受託金 

 一般会計からの負担金 

 

  

 一般会計からの繰入金 

 繰延収益の償却分 

 消化ガス発電に係る売電等収益 

 土地使用料収入等 
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（単位：千円） 

区 分 （ 収 益 的 収 支 ） 当 初 予 算 額 内 容 

２ 流域下水道事業費用 

 ⑴ 営業費用 

  ア 管渠費 

  イ ポンプ場費 

  ウ 処理場費 

  エ 受託事業費 

  オ 総係費 

  カ 減価償却費 

  キ 資産減耗費 

 ⑵ 営業外費用 

  ア 支払利息及び企業債取扱諸費 

  イ 消費税及び地方消費税 

 ⑶ 特別損失 

  ア その他特別損失 

 ⑷ 予備費 

  ア 予備費 

9,445,000 

9,241,330 

98,316 

250,208 

4,432,088 

1,004,271 

119,075 

3,311,819 

25,553 

196,669 

  128,423 

68,246 

1 

1 

7,000 

7,000 

  

 

 管渠に係る維持管理費 

 ポンプ場に係る維持管理費 

 処理場に係る維持管理費 

 下水道資源化工場の受託分に係る維持管理費 

 維持管理に係る職員費等 

 固定資産の償却費 

 固定資産の除却費 
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（単位：千円） 

区 分 （ 資 本 的 収 支 ） 当初予算額  内 容 

１ 資本的収入 

 ⑴ 企業債 

  ア 建設改良債 

 ⑵ 負担金 

  ア 建設費負担金 

 ⑶ 受託事業収入 

  ア 流域下水汚泥処理建設事業受託金 

 ⑷ 国庫補助金 

  ア 国庫補助金 

3,175,000 

547,900 

547,900 

549,950 

549,950 

168,290 

168,290 

 

1,908,860 

1,908,860 

  

  

 処理場等の建設改良に係る企業債 

  

 処理場等の建設改良に係る市町からの負担金 

  

下水道資源化工場の建設改良に係る市町からの受託金 

 

 処理場等の建設改良に係る国庫補助金 
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（単位：千円） 

区 分 （ 資 本 的 収 支 ） 当 初 予 算 額 内 容 

２ 資本的支出 

 ⑴ 建設改良費 

  ア 管渠建設改良費 

  イ ポンプ場建設改良費 

  ウ 処理場建設改良費 

  エ 受託事業建設改良費 

  オ 建設総係費 

 ⑵ 固定資産購入費 

  ア 有形固定資産購入費 

 ⑶ 企業債償還金 

  ア 建設改良債償還金 

⑷ 国庫補助金返還金 

  ア 国庫補助金返還金 

 ⑸ 予備費 

  ア 予備費 

4,089,000 

3,176,321 

253,000 

21,000 

2,459,533 

357,718 

85,070 

10,269 

10,269 

892,594 

892,594 

2,816 

2,816 

7,000 

7,000 

  

  

 管渠に係る建設改良費 

 ポンプ場に係る建設改良費 

 処理場に係る建設改良費 

 下水道資源化工場の受託分に係る建設改良費 

 建設改良に係る職員費等 

  

  

  

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 施 策 の 概 要 

  



 

52 
 

１ 事業の執行方針及び主要事業 
 

 ① 監理課  
 

○ 事業の執行方針 
 
 １ 建設業者の指導育成 
   建設業者の経営、技術、施工管理等の向上を図り、建設業の健全な発展を推進するとともに、建設工事の担い手確保・育

成等の取組に対する支援により、経営基盤の強化を図る。 
 

２ 公共事業発注事務の適正な執行 
  地方自治法、同法施行令及び公共工事入札・契約適正化法等に基づき、入札及び契約手続きの透明性の確保をはじめ、公正
な競争の促進、不正行為の防止の徹底等を図り、公共事業発注事務の適正な執行を確保する。 

 
  ３  広聴、広報活動の推進  
   県土整備部所管の諸施策等を県民に普及啓発し、土木行政に対する理解と協力を求めるとともに、県民の県政に対する意向

を的確に把握し、これを土木行政に反映させるため、広聴、広報活動を推進する。 
 
○ 主 要 事 業 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 建設業総合支援事業費 
 継 続 

予算額       6,611 千円 

 建設業者の経営基盤強化等に関する取組を支援する。        
1 県内建設業就業者の離職防止・定着率向上を図るため、若手・中堅就業者の技術・技能習
得に対する支援を行う。 

2 建設業の次世代を担う人材を育成するため、工業高校等の生徒に実践的な建設業の講習を
実施する。  

２ ボランティアサポート 
プログラム事業費 

 継 続 

 予算額       1,893 千円 

 県が管理する道路、河川、公園について、ボランティア団体等と協定を結び、地域住民参加
による清掃・美化活動を支援する。 
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 ② 技術管理課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 県民が快適に安心して暮らせる社会を実現していくためには、県民ニーズに対応した質の高い社会資本の整備が必要である。

このため、社会資本の整備に当たって、効率的・効果的な事業の執行、品質の確保、建設業における働き方改革・生産性の向上、

環境への配慮、情報化の推進及びインフラ分野におけるＤＸの推進等が求められており、これらの施策に対して積極的に取り組む。 

 

 １ 効率的・効果的な事業の執行 

   公共事業評価により、効率的・効果的な事業の執行を図る。 

 

 ・事前評価： 県民生活に与える影響が特に大きい公共事業について、計画策定段階で県民の幅広い意見を聴取しながら 

  事業推進の必要性や妥当性をあらかじめ評価する。 

 ・再 評 価 ： 事業採択後一定期間を経過して未着手の事業や継続中の事業等について、改めて評価を行い事業の継続や 

  見直し、中止など事業執行に反映する。 

 ・事後評価： 完了した事業について、事業の実施効果等に係る確認を行い、必要に応じて適切な改善措置を検討すると 

  ともに、今後実施する同種事業の計画等に反映する。 
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 ２  公共工事の品質確保 

   「公共工事の品質確保の促進に関する法律」の趣旨を踏まえ、公共工事の品質確保、担い手の中長期的な育成・確保の促

進を図る。 

 

   (1)  最新の積算基準や単価の適用による予定価格の適切な設定 

  (2) 低入札調査基準価格・最低制限価格の適切な活用 

  (3) 工事の性格や地域の実情等に応じた入札契約方式の選択・活用（総合評価落札方式等） 

  (4) 計画的な発注や施工時期の平準化、余裕期間制度の活用、週休２日制工事の導入拡大 

  (5) 公共工事の適正な検査及び指導 

  (6) 市町支援の充実 

   (7)  工事現場における施工体制と安全性の確保 

   (8)  専門研修等による技術者の育成 

 

 ３ 環境への配慮 

   循環型社会構築のため、「建設リサイクル推進計画」の各種施策に取り組み、建設副産物（コンクリート塊、アスファル

ト塊、廃木材等）の発生抑制、建設リサイクルの「質」の向上を図る。 

 

 ４ 情報化の推進 

     県民の利便性向上と行政コストの縮減及び業務の効率化・省力化を図るため、ＩＣＴを活用した総合的な情報化を図る。 

   (1)  公共事業の適正かつ効率的な執行を支援するための電算システムの運営 

(2)  電子入札、電子納品等のＣＡＬＳ／ＥＣ（公共事業支援統合情報システム）の推進 

   (3)  県土整備部ＧＩＳ（地理情報システム）の運営・管理 
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５ インフラ分野におけるＤＸの推進 

     インフラ分野においてデジタル技術を活用し、建設生産プロセスのあらゆる段階における効率化・高度化を進め、生産性

を高めること等により、県民サービスの向上を図る。 

   (1)  インフラに関する情報のオープンデータ化の推進 

   (2)  情報共有システムの活用や遠隔臨場の取組の推進 

   (3) ＩＣＴ活用工事の取組推進 

 (4) ＢＩＭ／ＣＩＭ※の導入推進 

 

※ ＢＩＭ／ＣＩＭ（Building/Construction Information Modering,Management） 

３次元モデルを活用し、一連の建設生産・管理システムの効率化・高度化を図る取組 
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○ 主 要 事 業 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 技術評価対策費 

 継 続 

予算額      42 千円 

 

 公共工事の入札を総合評価落札方式で実施するに当たり、地方自治法施行令に基づき学識経

験者（栃木県総合評価委員会）の意見を聴取することで、工事の品質確保や入札の透明性・公

平性の向上に取り組む。 

２ 土木行政情報化推進費 

  （一般） 

 継 続 

予算額   37,678 千円 

 

 電子入札や電子納品などＣＡＬＳ／ＥＣの推進に取り組む。 

３ 土木行政情報化推進費 

  （政策） 

 新 規 

予算額   18,000 千円 

 

 次世代ＧＩＳの構築に向けた調査を実施する。 

４ 電算積算管理費（一般） 

 継 続 

 予算額   12,302 千円 

 

 次期建設業総合管理システムの導入に向けた調査を実施する。 

５ 電算積算管理費（政策） 

 継 続 

 予算額   70,973 千円 

 

 建設工事の円滑な執行を支援する土木設計積算システム等の運用管理に取り組む。 

６ インフラＤＸ推進事業費 

  （一部再掲） 

 一部新規 

 予算額  1,423,005 千円 

 

 インフラ分野におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進に取り組む。 
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 ③ 交通政策課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 安全で快適な暮らしの実現と社会・経済の活性化に向けて、公共交通と自動車交通の連携及び適切な役割分担による総合的な

交通体系の構築を図るため、「とちぎの道路・交通ビジョン２０２１」に基づき「誰もが、いつでも・どこでも、安全・安心・

快適に移動できる持続可能な社会」を目標に交通網の整備に取り組む。 

 

１ 公共交通政策 

(1) 持続可能な公共交通サービスの確保・充実 

・県民の身近な移動手段である民間バスや市町村生活交通に係る運行支援、地域の輸送資源の総動員による移動手段の確

保及び第三セクター鉄道に係る運行・再構築・設備整備等の取組を支援する。 

・限られた人員による効率的な公共交通の運行を図るため、無人自動運転移動サービスの導入を促進するための取組を推 

 進する。 

  (2) 公共交通のバリアフリー化の促進 

誰もが円滑・快適に移動できるよう、鉄道駅のバリアフリー化及びノンステップバスやユニバーサルデザインタクシー

の導入を支援する。 

(3) 公共交通の利活用の促進 

公共交通の利用促進や利便性の向上を図るため、市町や事業者等と連携した各種広報や啓発活動等に取り組む。 

(4) ＬＲＴ等の新たな交通システム導入に向けた市町の取組支援 

宇都宮市・芳賀町が整備したＬＲＴについて、東西基幹公共交通軸として、鉄道・バス・地域内交通と連携する利便性

の高い広域的な公共交通ネットワークを構築するための両市町の取組を支援する。 
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２ 道路政策 

  (1) 産業の成長と安全・安心を支える広域道路ネットワークの充実・強化 

    本県の産業・観光の持続的な成長・発展及び平常時・災害時を問わない安定的な輸送の確保を図るため、広域道路交通

計画に基づき、スマートＩＣの整備促進等による高速道路の機能強化や、地域高規格道路をはじめとする県内外の拠点を

連絡する広域道路の充実・強化を図る。 

  (2) 快適で魅力的な道路環境の創出 

都市間の交流促進や観光地の誘客促進を図るため、主要渋滞箇所や観光地における渋滞対策を推進する。 

 

○ 主 要 事 業 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 公共交通利活用促進 

事業費 

 継 続 

 予算額        199 千円 

 公共交通の利用促進や利便性向上等を図るため、利用促進の広報・啓発を行う。 

２  第三セクター鉄道輸送 

  対策事業費補助金 

 継 続 

 予算額   30,761 千円 

 

 第三セクター鉄道の安全かつ安定的な輸送の確保に向け、国・関係自治体と連携して所要の

設備整備に対して支援を行う。 

 1 野岩鉄道㈱                                                          12,640 千円 

 ・事業内容 変電所遮断装置・高圧交流遮断器更新等 

 2 真岡鐵道㈱                                                           10,208 千円 

 ・事業内容 軌道道床・排水整備、橋梁塗装、ＰＣ枕木等 

 3 わたらせ渓谷鐵道㈱                                                    7,913 千円 

 ・事業内容 信号保安設備更新、レール重軌条化、車両更新等 
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事 業 名 事 業 概 要 

３ 第三セクター鉄道経営 

  安定化補助金 

 継 続 

 予算額    167,757 千円 

 

 経営計画に基づき経営の安定化に努める第三セクター鉄道に対し、関係自治体と協調し支援

を行う。 

 

 1  野岩鉄道㈱                                              92,807 千円 

  ・補助対象経費 ①当該年度の経常損失額 

         ②輸送対策事業に係る会社負担分 

 2  真岡鐵道㈱                                              67,037 千円 

 ・補助対象経費 ①当該年度の経常損失額 

         ②輸送対策事業に係る会社負担分 

 3  わたらせ渓谷鐵道㈱                                       7,913 千円 

  ・補助対象経費 輸送対策事業に係る会社負担分 

４ 生活交通対策費 

 継 続 

予算額   165,566 千円 

 県民の日常生活を支える生活交通の維持、再構築の取組に対し、支援を行う。 

 

 1  栃木県バス運行対策費補助金                              54,445 千円 

  地域住民の生活のために維持・確保が必要なものとして知事が指定した路線に対する補助

（国庫協調補助） 

 2  栃木県生活バス路線維持費補助金                          22,628 千円 

  地域住民の生活のために維持・確保が必要なものとして知事が指定した路線に対する補助

（県単補助） 

 3  市町村生活交通路線運行費補助金                          86,493 千円 

   市町村が行う生活交通路線の運行に対する補助 

 4  生活交通再構築事業費補助金                        2,000 千円 

   市町村による効果的・効率的な生活交通ネットワークへの再構築の取組に対する支援 
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事 業 名 事 業 概 要 

５ 交通バリアフリー推進 

   事業費 

 継 続 

予算額     10,400 千円 

 公共交通のバリアフリー化を促進するため、交通事業者が行うノンステップバス等の導入に

対し助成を行う。 

 

 1  人にやさしいバス整備事業費補助金                         5,000 千円 

 2  人にやさしいユニバーサルデザインタクシー整備事業費補助金        5,400 千円 

６ 芳賀・宇都宮ＬＲＴ整備 

 事業費補助金 

 継 続 

予算額    201,783 千円 

 宇都宮市及び芳賀町が実施したＬＲＴ整備事業に対し助成を行う。 

７ 生活交通ネットワーク形

成促進事業費 

継 続 

 予算額  384,800 千円 

 無人運転移動サービスの導入に向けた検討を進める交通事業者等の取組に対し、支援を行う。 

 1 無人運転移動サービス導入検証・促進事業費               24,800 千円 

 ・協議会運営、路車協調システム設置、アドバイザー派遣 

 2 無人運転移動サービス導入促進事業費（補助）             360,000 千円 

 ・交通事業者が主体的に行う実証実験に対する支援 
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事 業 名 事 業 概 要 

８ 道路調査費 

 継 続 

 予算額   341,344 千円 

 道路整備計画策定及び国庫補助事業等導入のための調査を実施する。 

 

 1  道路計画基礎調査費                          16,344 千円 

  広域的なネットワークを構成する道路について、事業化に向けた概略的な構造、規格、整

備手法等を検討するための調査・設計 

県内各地の渋滞対策を計画的かつ効果的に進めるための調査 

 

 2  実施計画調査費等                              325,000 千円 

   国庫補助事業等の導入予定の箇所に係る道路及び橋りょう等について、事業化に向けた 

 調査・設計 

９  総合交通政策事業費 

  （補助） 

継 続 

予算額   48,750 千円 

 総合的な交通政策の調査を実施する。 

 

 1  直轄権限代行事業導入調査費                               24,750 千円 

  日光市川治地区（国道 121 号）の直轄権限代行事業導入に向けた調査（測量設計等） 

 2 広域道路網調査費                           24,000 千円 

  八溝地域における幹線道路網計画の策定や道路による地域形成等に関する調査 
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 ④ 道路整備課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 「とちぎ未来創造プラン」、「県土づくりプラン２０２１」、「とちぎの道路・交通ビジョン２０２１」、「とちぎ道づくり

プログラム」などに基づき、暮らしや産業・観光を支え災害に強い道路ネットワークを構築し、広域的な幹線道路から地域の生

活を支える道路に至るまで、安全・安心・快適な通行ができる道づくりを目指し、効率的・効果的な道路整備を推進する。 

 １ 道路ネットワークの充実・強化 

(1) 産業の振興と観光地の活性化を一層支援するため、高速道路ネットワークを補完する高規格道路やアクセス道路などの整

備を推進し、移動の安全性、信頼性の向上に取り組む。 

(2) 平常時、災害時に関わらず安全かつ円滑な輸送を確保するための重要物流道路などの機能強化を推進する。 

(3) 県内各地域を結ぶ道路網の整備や鉄道駅等へのアクセス向上を図ることにより、地域間の交流促進と連携強化による持続

可能な県土の発展を支援する。 

(4) 観光周遊道路の整備など、地域の活性化を支える道路網を強化する。 

 ２ 安全・安心・快適な道路空間の確保 

(1) 小学校周辺の通学路の歩道整備や事故危険箇所における安全対策、道路のバリアフリー化、自転車走行空間整備など、子

供から高齢者まで誰もが安全に安心して通行できる道路空間を確保する。 

(2) 主要渋滞箇所等における渋滞対策を実施することにより、日常生活における交通の円滑化を図り、移動時間の信頼性向上

と自動車からの二酸化炭素の排出量抑制に取り組む。 

(3) 道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保、良好な景観の形成や観光振興の観点から、栃木県無電柱化推進計画

に基づき着実に無電柱化を推進する。 

(4) 近年、全国で頻発する豪雨災害等の教訓を踏まえ、災害発生時に円滑な避難・救助活動等を行うための災害に強い道づく

りを目指し、防災・減災、国土強靱化を推進する。 

 ３ 市町村道整備の支援 

    市町が実施する各種道路事業が円滑に実施できるよう技術的支援等を行う。 
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○ 主 要 事 業 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 快適で安全な道づくり 

  事業費 

継 続 

予算額 21,715,348 千円 

 

1 県民の快適で活力ある暮らしを支える道づくり（改良、舗装、橋りょう整備等）事業を推

進する。 

  (1) 補  助    14,831,413 千円 

  (2) 県  単     1,352,385 千円 

     合  計    16,183,798 千円 

・主な施行箇所 

   国道   120 号 清滝工区(日光市) 

        293 号 楡木 BPⅡ期工区(鹿沼市) 

        294 号 二宮拡幅(真岡市) 

400 号 新富町工区(大田原市) 

        400 号 三島・西赤田工区(那須塩原市) 

         408 号 宇都宮高根沢 BP(宇都宮市・高根沢町) 

           真岡宇都宮 BP(宇都宮市) 

             真岡南 BP(真岡市) 

 

   県道   小山環状線 粟宮アンダー工区(小山市) 

つくば益子線 長堤工区(益子町) 

           大田原氏家線 親園佐久山 BP(大田原市) 

         西那須野那須線 黒磯那須 BP(那須塩原市・那須町) 

宇都宮向田線 平出板戸Ⅱ期工区(宇都宮市) 

築地吉水線 築地工区(佐野市) 

境間々田線 平和潤島工区(小山市・野木町) 

栃木環状線 今泉町工区(栃木市・小山市) 
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事 業 名 事 業 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 県民の安全で安心な暮らしを支える道づくり（歩道等の整備、交差点改良、高齢者や障害

者等の交通弱者に対する歩行環境の確保及び減災ネットワーク道路の整備等）事業を推進す

る。 

  (1) 補  助   4,232,200 千円 

  (2) 県  単   1,299,350 千円 

     合  計   5,531,550 千円 

 

  ・主な施行箇所  

    国道   119 号 徳次郎西工区(宇都宮市) 

         119 号 上・中鉢石町工区(日光市) 

         121 号 天神町工区(鹿沼市) 

            293 号 堀込町工区(足利市) 

        294 号 旭交差点工区(那須烏山市) 

             352 号 大師町工区(壬生町) 

 

    県道   栃木佐野線 皆川城内(栃木市) 

佐野田沼線 上町西工区(佐野市) 

今市氏家線 大久保工区(塩谷町) 

烏山停車場線 南工区(那須烏山市) 

                西小塙真岡線 小林工区(真岡市) 
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 ⑤ 道路保全課  

 

 ○ 事業の執行方針 

 

 「県土づくりプラン２０２１」等に基づき、安全安心な県土の基盤づくりのため、庁内関係部局や市町、各施設管理等関係

機関と適切に連携しながら、以下の具体的施策を着実に推進する。 

 

 １ 道路機能の保全 

   道路施設の点検・維持管理・予防保全等を適切かつ効率的に行い、安全で円滑な交通を確保するとともに、道路施設の機

能を保全し、県民へのサービス水準を維持する。 

 

 ２ 道路環境の保全 

   道路利用者並びに沿道住民の良好な生活環境を保全するため、街路樹・路肩の管理や道路愛護活動への支援（栃木県道路

河川愛護連合会、愛ロードとちぎ等）等により官民協働の取組を推進する。 

 

 ３ 道路施設の長寿命化の推進 

   今後、急速に道路施設の高齢化が見込まれることから、維持管理費用の縮減と平準化を図るためメンテナンスサイクルに

よる計画的かつ効果的な維持管理を推進する。 

   また、「栃木県道路メンテナンス会議」により関係機関と連携を強化し、着実な老朽化対策を推進する。 

 

 ４ 防災・減災・防雪対策の推進 

   大規模地震や豪雨による未曾有の災害に備えるとともに、災害が発生した場合でも被害を極力小さく抑え、拡大させない

ため、危険箇所の法面対策や道路アンダーの冠水対策など災害の未然防止や被害低減に向けた防災・減災対策を図る。 

   また、道路啓開計画策定や防災訓練等の実施により、危機管理体制の強化を推進する。 
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 ５ 交通安全対策等の推進 

   第 11 次栃木県交通安全計画(R3～R7)を踏まえ、安全で快適な自転車利用環境の整備とともに、事故危険箇所対策、トンネ

ル等における道路照明の LED 化などを推進する。 

 

 

○ 主 要 事 業 

事 業 名 事 業 概 要 

 

１ 道路保全事業費 

継 続 

予算額 13,137,903 千円 

 

 道路機能や橋りょうの耐震及び沿道環境を保全するため、維持修繕及び補修、災害防除を実

施する。 

 

1 橋りょう補修・点検           2,870,000 千円 

2 道路災害防除                   470,000 千円 

3 舗装修繕                     4,000,000 千円 

4 雪寒対策                       770,000 千円 

5 道路排水・路肩等維持修繕       242,928 千円 

6 トンネル補修・点検             160,000 千円 

7 上記以外の維持修繕           4,624,975 千円 

 

・主な施行箇所 

   （国）１２１号 日光市 五十里(道路災害防除) 

   (主)栃木藤岡線 栃木市 藤岡大橋(橋梁補修) 

（国）１２０号 日光市 金精トンネル 
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２ 快適な道路環境づくり 

  事業費 

 継 続 

予算額   266,287 千円 

 

 県管理の国道・県道における交通上、危険な箇所の交通安全施設を設置する。 

 

1 道路標識・道路照明及び防護柵等整備        168,287 千円 

2 道路情報板等設置                           30,000 千円 

3 自転車通行環境等整備                       36,000 千円 

4 事故危険箇所対策                   32,000 千円 

 

・主な施行箇所 

   （国）１１９号外 宇都宮市徳次郎外（道路標識の更新） 

 

 

３ 道路維持調査費  

 継 続 

予算額     1,122 千円 

 

  県管理の国道・県道における交通上、危険な箇所の緊急的な調査を実施する。 

 

・落石危険箇所調査 
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 ⑥ 河川課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 令和元年東日本台風により甚大な浸水被害が発生した河川において、改良復旧事業を計画的に実施する。また、頻発・激甚化

する水災害から県民の生命・財産を守るとともに、快適で安全な暮らしを築くため、「県民の命を守る河川砂防構想」及び「栃

木県流域治水プロジェクト」に基づき、以下の具体的な施策を着実に推進する。 

 

 １ 改良復旧事業の推進 

   令和元年東日本台風により７河川で導入した改良復旧事業のうち、事業中の５河川について引き続き計画的な事業執行に

努め、再度災害防止を図る。 

 

 ２ 災害に強い県土の構築 

(1) 流域のあらゆる関係者が協働して取り組む流域治水の推進 

 国・県・市町・企業・住民等流域のあらゆる関係者が協働して取り組む治水対策「栃木県流域治水プロジェクト」（令

和３年９月策定）を推進するため、関係者への普及・啓発を行い、流域治水の取組を拡大していく。 

 

(2) 洪水から県土を守る河川整備の推進 

各河川の特性や実情に応じて策定した「河川整備計画」に基づき、流域治水の根幹となる河川整備を計画的に進めてい

く。 

 特に、洪水に対する河川の安全性を高めるため、近年に浸水被害が発生した河川など、水害リスクの高い箇所から重点 

的に整備を進める。 

さらに、災害が発生した場合でも被害を極力抑え、あるいは拡大させないため、堆積土除去や堤防強化対策等の防災・

減災対策を実施する。 
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(3) 河川の適正な維持管理 

 定期的な河川の巡視・点検、堤防除草及び護岸等の維持修繕を行い、河川管理施設の良好な状態の保持に努めるととも

に、代行掘削や公募型樹木伐採制度を活用し、効率的な維持管理を推進する。また、「栃木県河川管理施設長寿命化修繕

計画」に基づき、維持管理費用の軽減及び平準化を図る。 

 さらに、「愛リバーとちぎ事業」等を推進し、県民との協働による河川の維持管理を実施することにより、県民の河川

を愛する心を育みながら、安全で快適な河川環境の維持向上及び河川の魅力アップを図る。 

 

３ 人と自然が共生する環境に配慮した多自然川づくり 

   河川整備にあたっては、水害に対する河川の安全度を高めるとともに、生物の生息・生育・繁殖環境や多様な河川景観を

保全・創出する「多自然川づくり」を推進する。 

 

 ４ 水防災意識社会の再構築 

   洪水からの逃げ遅れによる人的被害ゼロを実現するため、国、県及び市町で構成する栃木県減災対策協議会で定めた目標

達成に向け、取組状況の共有・フォローアップを行い意識の高揚を図り、水防災意識社会の再構築を推進する。 

 

 ５ 部内の防災・危機管理に関する連絡調整 

   部内の災害に関する情報を一元的に収集・集約するとともに、関係機関との情報共有体制を強化し、有事の際の迅速な防

災体制を確立する。 

 

 ６ 河川管理におけるデジタル化の推進 

   河川法上の申請や相談等に役立てるため、河川区域図のデジタル化を行い、県民サービス向上を図る。また、河川管理施

設の適切な維持管理を行うため、ドローンや流速計等のデジタル技術の導入に向けた取組を推進する。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 河川管理費 

一部新規 

予算額   72,353 千円 

 河川の適正な管理、河川区域図のデジタル化等を実施する。 

 

 

２ 河川改修調査費 

 継 続 

予算額   46,559 千円 

 河川改修事業導入のための基本計画策定及び調査等を実施する。  

 

 

３ 緊急防災・減災対策事業費 

 継 続 

予算額 3,000,000 千円 

 災害が発生した場合でも被害を極力抑え、あるいは拡大させないため、堆積土除去や堤防強

化など緊急的な防災・減災対策を実施する。 

 

・主な施行箇所 

一級河川 田川（宇都宮市）  堤防強化 

  一級河川 逆川（茂木町）   堆積土除去 

一級河川 内川（矢板市）   堆積土除去 
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事 業 名 事 業 概 要 

４ 安全な川づくり事業費 

（補助） 

 継 続 

予算額 9,987,500 千円 

河川のはん濫を防止し、治水安全度の向上を図るため、中小河川の改修を推進するととも

に、施設の適正な維持管理を図る。また、令和元年東日本台風による被害が甚大な箇所におい

て、再度災害防止を図るため、改良事業及び改良復旧事業を実施する。 

 ・主な施行箇所 

  一級河川 田 川（宇都宮市・日光市） 

  一級河川 思 川（鹿沼市・小山市） 

  一級河川 永野川（栃木市） 

  一級河川 巴波川（栃木市） 

  一級河川 鹿島川（大田原市） 

一級河川 秋山川（佐野市） 

５ 河川砂防保全事業費 

 継 続 

予算額 1,177,670 千円 

河川管理施設、砂防設備、地すべり防止施設等の適正な維持管理を図るため、管理施設の点

検や長寿命化対策、維持修繕、堤防の除草等を実施する。 

６ 市町村川づくり助成費 

 継 続 

予算額  285,000 千円 

 市町が市街地の整備と関連して施行する河川事業及びハザードマップ作成事業を助成する。 

 ・主な施行箇所 

  一級河川 奈坪川（宇都宮市） 

  一級河川 豊穂川（小山市） 

 

７ 水防費 

 継 続 

予算額  43,696 千円 

 洪水に際し水災害を警戒・防御し、被害を軽減するため、洪水予報及び水防警報の発表、河

川水位、雨量情報、河川監視カメラ画像等の防災情報の提供を行う。 
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 ⑦ 砂防水資源課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 １ 土砂災害防止対策の推進 

 

   土砂災害から県民の生命や財産を守り、県民が安全で安心に暮らせる県土づくりに資するため、「県民の命を守る河川砂

防構想」に基づき、土砂災害防止施設の整備等（ハード事業）や土砂災害警戒区域等の指定、土砂災害に関する情報の提供

等（ソフト事業）など、総合的な土砂災害対策を推進する。 

 

(1) 土砂災害防止施設の整備推進 

        土石流対策施設（砂防堰堤、渓流保全工等）や急傾斜地崩壊対策施設（擁壁工、法面工等) 、地すべり対策施設（排水施

設工、アンカー工等）などの砂防施設の計画的な整備を推進していく。 

    大雨等により土砂災害が発生した箇所の対処に加え、土砂災害が発生した際に甚大な被害が生ずる可能性の高い箇所

（土砂災害警戒区域内に要配慮者利用施設及び公共的建物等が存する箇所、土砂災害特別警戒区域内の保全対象人家が５

戸以上の箇所）等を重点的に整備していく。 

 

  (2) 土砂災害から「いのち」と「くらし」を守る体制づくり 

    土砂災害から生命や身体を守るためには、県民自らが大雨等による土砂災害の危険を認識し、安全な場所へ避難するこ

とが重要である。土砂災害警戒区域等を明記した標識の設置、市町のハザードマップ作成や避難訓練の支援、土砂災害警

戒情報の的確な運用、ダイレクトメールの送付、出前講座等のソフト対策の推進に努め、警戒避難体制の強化を図る。 

 

  (3) 砂防施設の適正な維持管理 

    「栃木県砂防関係施設長寿命化修繕計画」に基づき、点検による状況把握や施設の補修・改築など、効率的・効果的な

維持管理を行うとともに、維持管理費用の軽減及び平準化を図っていく。 
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 ２ 水源地域に対する支援 

 

   独立行政法人水資源機構が実施するダム事業並びに水源地域対策特別措置法と水源地域対策基金に関する事業については、

県民の健康で快適な生活と活力ある産業の振興を支える水資源を将来にわたり安定的に確保することを目的としている。こ

れらの事業の趣旨に鑑み、ダム事業者並びに関係利水者、地元関係者や整備事業実施者等との各種調整を行い、水没関係住

民の生活再建と水没関係地域の振興を支援する。 

 

 

 ３ 多目的ダムの管理 

 

   治水、利水等を目的に建設した７つの県営ダムにおいて、洪水調節・利水補給等の流水管理を行うとともに、堤体や諸設

備等のダム施設の定期的な点検と計画的な維持管理を行う。 

   また、寺山ダム及び塩原ダムに導入したダムＥＳＣＯ事業により民間事業者の新たな水力発電を活用して環境負荷 

   （ＣＯ２）の低減、管理費の削減を継続する。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 砂防施設づくり事業費 

  （補助） 

継 続 

予算額 2,097,000 千円 

 土砂災害から生命や財産を守るため、土砂災害防止施設の整備（ハード事業）や土砂災害に

関する情報の提供等（ソフト事業）を実施する。 

 

１ 土石流対策事業(砂防堰堤工・渓流保全工等)           867,000 千円 

・主な施行箇所 

   思川（鹿沼市）、島田沢（鹿沼市）、下小網中沢（日光市）、上郭内（茂木町）、 

天頂下沢（塩谷町） 

２ 急傾斜地崩壊対策事業（擁壁工・法面工等）            782,000 千円 

 ・主な施行箇所 

   上ノ山Ａ（宇都宮市）、足利工高西（足利市）、上神井２号（茂木町）、 

大平Ⅰ-Ｂ（那珂川町） 

３ 地すべり対策事業（排水施設工・法面工等）             50,000 千円 

  ・主な施行箇所 

上塩原（那須塩原市）、仲丸（那珂川町）    

４ 砂防メンテナンス事業                                180,000 千円 

  ・主な施行箇所 

    釜ヶ入沢（益子町） 

５ 総合流域防災事業（情報基盤等）                       65,000 千円 

６ 土砂災害防止法に係る基礎調査                  120,000 千円 

７ 効果促進事業                           33,000 千円 

（土砂災害に関するダイレクトメールの送付、土砂災害警戒区域等を明記した標識の設置等) 
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事 業 名 事 業 概 要 

２ 砂防調査費 

 継 続 

予算額    144,938 千円 

 砂防事業計画を策定するための調査等を実施する。 

１ 事業導入調査                                 122,695 千円 

２ 砂防法等指定地編入調査                           22,243 千円 

３ ダム施設保全事業費 

   （補助） 

 継 続 

予算額   157,845 千円 

 塩原ダム等の諸設備の長寿命化対策及び機器の更新等を行う。 

４ 東大芦川ダム関連事業費 

 新 規 

予算額   336,487 千円 

東大芦川ダムの建設中止に伴い、鹿沼市と締結した合意書に基づく対応に要する経費。 

５ 南摩ダム関連事業費 

 

継 続 

予算額 2,505,069 千円 

 (独)水資源機構が実施する思川開発事業に伴い、水没地区住民の生活再建や周辺地域の振興

を図るために、必要な事業の実施に要する資金の交付等を行う。 

１ 水特事業交付金                            233,459 千円 

２ 水源地域対策基金事業                              44,163 千円 

３ 関連道路整備事業（道路整備課）                     250,000 千円 

４ 関連ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設整備事業（環境森林部）                           364,000 千円 

５ 直轄事業負担金                                         1,613,447 千円 

６ 電源立地地域対策交付金 

事業費 

 継 続 

予算額    93,262 千円 

発電用施設（水力発電施設）の設置及び運転の円滑化に資するため、当該施設が設置されて

いる市町に対して、公共用施設の整備、地域活性化に寄与する事業等に要する経費を交付す

る。 

対象市町：宇都宮市、日光市、那須塩原市、塩谷町 
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 ⑧ 上下水道課  

 

○ 事業の執行方針 

１ 水道の基盤の強化 

   水道施設の災害対策の充実、適正・適切な維持管理の徹底を図り、安全で安定した水道水の供給を推進する。 

また、水道法の趣旨を踏まえ、本県における市町等の水道事業が将来にわたり安全な水の安定供給を維持するための水道 

の基盤の強化に向け、広域連携や適切な資産管理等の課題について助言・調整を行う。 

 

(1) 水道施設の災害対策の充実 

防災・安全交付金等の活用により、市町等水道事業者が行う水道施設の計画的な更新や耐震化等を促進し、災害対策の充

実を図る。 

(2) 適正・適切な維持管理の徹底 

水道法に基づく水道施設への立入検査を実施し、施設の整備状況、衛生上必要な措置の確認等の指導監督を行うことによ

り、法令等による管理義務規定の遵守、適切な衛生管理等の徹底を図る。 

(3) 栃木県水道基盤強化検討会議における助言・調整 

  本県における水道の基盤強化に向け、令和５年度に設置した「栃木県水道基盤強化検討会議」等を活用し、広域連携や適 

切な資産管理をはじめとする課題について助言・調整を行う。 

 

 ２  安定的な下水道サービスの提供 

   県民の生活環境の改善や公共用水域の水質を保全するため、「生活排水処理構想」及び「流域下水道事業経営戦略」に基

づき、下水道の整備及び適正な維持管理を実施するとともに、経営基盤の強化を図り、将来にわたり安定的な下水道サービ

スを提供していく。 

 

(1) 下水道の整備 

下水道の整備を推進し、普及向上を図るとともに、流域下水道施設の耐震化及び老朽化した施設の改築・更新を計画的に

実施していく。 
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(2) 流域下水道の適正な維持管理 

民間の持つ技術力を活用した複数年契約による包括的民間委託を実施し、４流域６処理区の流域下水道施設の効率的で適

正な維持管理を行う。 

   また、県内で発生する下水汚泥の安定的かつ適切な処理を行うため、下水道資源化工場を適正に運営する。なお、指定廃

棄物は、国が処理を開始するまで、適切な保管・管理を行う。 

(3) 流域別下水道整備総合計画の策定 

河川等の公共用水域の水質環境基準を達成するため、令和７年度までに流域別下水道整備総合計画を策定する。 

(4) カーボンニュートラルへの取組 

下水道が持つ資源の有効利用を図るため、処理場の消化ガス発電施設の適正運転や発生する下水汚泥の肥料化等への有効

活用など、循環型社会形成への貢献と維持管理の効率化を図る。 

(5) 公共下水道事業の支援 

市町が実施する公共下水道事業が円滑に実施できるよう技術的支援等を行う。 

 

 

○ 主 要 事 業 
 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 下水道事業調査費 

新 規 

予算額   33,500 千円 

利根川及び那珂川の両流域の「流域別下水道整備総合計画」を更新するため、主に資料収集及

び汚濁解析を実施する。 
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○ 主 要 事 業（ 流域下水道事業会計 ） 

 

事 業 名 事 業 概 要 

 

１ 流域下水道管理事業費 

継 続 

予算額 5,784,883 千円 

 

 流域下水道等の適正な維持管理を実施する。 

 

１ 流域下水道分                                              4,780,612 千円 

 ・実施場所    鬼怒川上流流域下水道（上流処理区）外５処理区 

 

２ 受託事業分                                               1,004,271 千円 

・実施場所   下水道資源化工場            

 

 

２ 流域下水道建設事業費 

 継 続 

予算額 3,091,251 千円 

 

 生活環境の改善、公共用水域の水質保全を図るため、効率的な流域下水道等の整備を実施す

る。 

 

１ 流域下水道分                                                 2,733,533 千円 

  ・実施場所    鬼怒川上流流域下水道（上流処理区）外５処理区 

 

２ 受託事業分                                               357,718 千円 

 ・実施場所   下水道資源化工場 
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 ⑨ 都市政策課  

 

○ 事業の執行方針 

 

人口減少・超高齢社会の進展の中で「とちぎ未来創造プラン」や「とちぎの都市ビジョン」等に基づき、持続可能でにぎわい

のある誰もが暮らしやすい多核ネットワーク型のコンパクトな都市づくり・まちづくり、盛土等安全対策を推進する。 

  

 １ 持続可能で機能性の高い都市づくりの推進 

  (1) 都市計画区域マスタープランに基づき、総合的かつ一体的に都市計画を推進するとともに、次期都市計画区域マスター

プラン策定に向け都市計画基礎調査などを計画的に進める。 

  (2) 多核ネットワーク型都市構造の形成に向け、市町の立地適正化計画策定の取組を促進するほか、中山間地域等の既存集

落における小さな拠点の形成とも適切に連携する。 

 （3） 県、市町のまちづくりと一体となった民間開発等に対し、開発許可制度を適切に運用するとともに、都市計画法の改正

や時代の要請も踏まえ開発許可基準や運用方針等の見直しを行う。また、官民連携により都市の防災力強化を促進する。 

  (4) 災害リスクを踏まえ、あらゆる関係者と協働して防災まちづくりを推進する。 

 

 ２ 地域の魅力を高める景観づくりの推進 

   景観法・栃木県景観条例、屋外広告物法・栃木県屋外広告物条例等に基づく規制・誘導により、地域の特性を生かした魅

力ある景観づくりを推進する。また、市町の景観行政団体への移行や景観計画策定などの取組を支援する。 

 

３ 市町のまちづくりの促進・支援 

   市町のまちづくり計画に対し計画段階から事業導入助言等の支援とともに、中心市街地活性化施策等まちづくり関連事業

を計画的かつ効果的に支援する。 
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４ 盛土等安全対策 

   宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく規制区域を指定し、当該区域内で行われる盛土等に対する許可制度を適切に運用

することで盛土等における災害を防止する。 

 

○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 屋外広告物指導費 

継 続 

 予算額   725 千円 

 本県の景観特性に対応した屋外広告物の規制・誘導を図るため、屋外広告物法及び栃木県屋

外広告物条例を適切に運用する。 

 

 

２ 景観づくり推進事業費 

継 続 

 予算額   551 千円 

  景観法及び栃木県景観条例に基づき、本県の魅力ある景観づくりを推進するとともに、県

民、事業者に対する普及啓発を行う。 

 

 

３ 土地区画整理事業助成費 

  （県単） 

継 続 

予算額   60,000 千円 

市町が施行する土地区画整理事業に対し、事業費補助を行う。 

・事業主体    ３市（７地区） 

・都市計画道路が県道となる場合、県道部分の事業費の 1/5 以内を補助 
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４ 土地区画整理事業助成費 

  （補助） 

継 続 

予算額  696,000 千円 

 土地区画整理組合及び都市再生機構が施行する土地区画整理事業に対し、事業費補助を行

う。 

・事業主体    土地区画整理組合(２地区)  

・都市計画道路の整備費の 10/10 以内を補助 

 

５ 盛土規制法基礎調査 

事業費 

継 続 

予算額  39,100 千円 

宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域の指定のための調査検討を行う。 

 ・土地利用状況の現状把握、規制候補区域の抽出等 
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 ⑩ 都市整備課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 １ 街路整備の推進 

   安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与するため、暮らしの安全・安心を支え、中心市街地の活性化に資する街

路整備を推進する。 

 

(1) 成長を支える広域道路ネットワークの充実・強化 

人やモノの流れを支える広域道路ネットワークや、都市間の交流・連携を支える幹線道路ネットワークの充実・強化を推進する。 

(2) 誰もが安全で安心して利用できる道づくり 

    通学路など子供たちの移動経路における歩道整備、事故危険箇所における安全対策、誰もが安全に通行できる自転車走

行空間の整備を推進する。 

(3) 快適で円滑な移動を支える道づくり 

観光地へのアクセス道路の整備や、主要渋滞箇所における渋滞対策を推進する。 

(4) 「とちぎのスマート＋コンパクトシティ」の実現 

道路のバリアフリー化による誰もが使いやすい道路空間の創出や無電柱化等による魅力的で個性ある景観の形成を図る。 

 

 

 ２ 都市公園の適正な管理と利用の促進 

   県民のスポーツ・レクリエーションや健康づくりの拠点であり、憩いとふれあいの場を提供する都市公園の安全・安心を

確保し、魅力ある施設とするため、以下の施策を推進する。 

 

  (1)  都市公園の適正な管理 

「公園施設長寿命化計画」に基づき、公園利用者の安全面を最優先に老朽化した施設等の改築・修繕・更新をするととも

に、指定管理者制度を十分に活用し、適正かつ効率的な管理運営を行う。 
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   (2)  都市公園の利用促進 

    指定管理者制度を活用し、地元や周辺施設等と連携しながら、各公園の特色を生かした取組や、時代の変化や多様なニ

ーズに対応するための施設の再整備や機能転換を推進し、快適で魅力ある公園づくりを行い、幅広い世代の人々の利用促

進を図る。 

   (3)  民間活力を生かした都市公園の魅力向上 

     「栃木県営都市公園における民間活力導入に係る基本構想」に基づき、公募設置管理制度（Park-PFI）等を活用し、民

間活力（資金）を生かして県営都市公園の魅力向上を図る。 

   (4)  市町都市公園事業の支援 

    市町が実施する緑の基本計画策定や都市公園事業が円滑に実施できるよう技術的支援等を行う。 

 

 

 ３ 市町のまちづくり事業への支援 

   市町が行う都市機能や居住環境の向上に資する各種取組や街路整備等について、国のまちづくりに資する各種補助金等の

活用を通じて、市町の計画的かつ効果的な事業の推進を支援する。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

 

１ 街路づくり事業費 

  （補助） 

継 続 

予算額 4,788,900 千円 

 

 安全で快適な都市生活と機能的な都市活動に寄与するため、暮らしの安全安心を支えるとと

もに地域の活力を生み出す街路の整備を実施する。 

 

・施行箇所  3･2･101 号 大通り（宇都宮市 桜）外 23 箇所 

 

 

２ 公園管理費 

 継 続 

予算額   760,442 千円 

 

 指定管理者制度を活用し、公園利用者のニーズに対応した、適切な管理運営を実施する。 

１ 指定管理委託料                                       760,202 千円 

  ・実施箇所 井頭公園外７公園 

２ その他管理運営経費                                        240 千円  

  ・都市緑化対策事業費 

 

３ とちぎの都市公園魅力 

アップ事業費 

 継 続 

  予算額    16,000 千円 

 都市公園の景観向上のため、樹種転換を実施する。 

      

・実施箇所   みかも山公園（公園事業費で措置）              
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事 業 名 事 業 概 要 

４ 魅力ある公園づくり 

事業費（補助） 

 継 続 

予算額   304,000 千円 

 安全で安心な都市公園とするため、老朽化した施設の改築・更新を図るとともに、既存スト

ックを活用した新たな魅力ある公園づくりを実施する。 

 

・施行箇所   総合運動公園外８公園 

 

５ 魅力ある公園づくり 

事業費（県単） 

 継 続 

 予算額    50,000 千円 

 

 安全で安心な都市公園とするため、施設の長寿命化対策を実施する。 
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 ⑪ 建築課  

 

○ 事業の執行方針 

 

県民の安全で安心な暮らしづくりと建築物の安全性の確保を図るため、関係機関・団体と連携し、建築基準行政を適確に執行

するとともに、建築物の耐震改修等の震災対策事業を推進する。 

また、快適でにぎわいのある交流地域づくりのため、中心市街地の活性化や高齢者・障害者等にも配慮した建築物の整備促進

等、まちづくり関係事業を推進する。 

さらに、老朽化が進む県有建築物について、増大する維持管理・修繕・更新等費用を軽減・平準化するため、効率的かつ効果

的な維持管理や長寿命化対策を推進する。 

 

 

 １ 建築物の安全・安心の確保 

(1)  建築基準行政の推進 

建築物の安全性の確保や質の向上を図るため、特定行政庁や関係団体と連携し、違反建築物対策や不特定多数の者が利

用する特殊建築物の防災対策、建築士事務所の指導等を推進することにより、建築基準法や関係法令の適正な執行を図る。 

 (2)  震災対策事業の推進 

①耐震改修促進事業 

既存建築物の耐震性の向上を図るため、栃木県建築物耐震改修促進計画に基づき、住宅・建築物の耐震化および特定

天井の脱落防止等、安全対策に取り組むとともに、耐震診断が義務付けられた大規模建築物の耐震化の促進を図る。 

②建築物等震災対策事業 

地震等の災害時における震災建築物応急危険度判定業務や被災宅地危険度判定業務を迅速かつ円滑に実施するため、

市町及び関係団体と連携し実施体制の整備を推進する。 
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 ２ まちづくり施策の促進 

(1)  市街地再開発事業の促進 

市街地再開発事業による都市機能の更新を促進し、中心市街地におけるにぎわい空間の創出や土地の高度利用を図る。 

(2)  街なみ環境整備事業の促進 

市町と住民との協力による地域の特性を活かした美しい景観の形成や良好な居住環境の整備を図るため、街なみ環境整

備事業を促進する。 

 

 

 ３ 県有建築物の維持保全対策 

  (1)  営繕工事の推進 

県有建築物の新築、増築及び改修工事等営繕工事を円滑に執行する。 

 (2)  県有建築物の保全・長寿命化の推進 

「栃木県県有建築物長寿命化実施方針」に基づき、県有建築物の適正な維持保全や長寿命化を推進する。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 県有建築物耐震化推進 

事業費 

継 続 

予算額   242,678 千円 

 特定天井を有する施設について、脱落対策に関する工事を実施する。 

 

 

２  耐震改修等促進事業費 

 継 続     

 予算額    152,458 千円 

 

栃木県建築物耐震改修促進計画に基づき、民間建築物の耐震化を促進するため、市町に対し

助成する。 

３ 営繕費 

継 続 

予算額    298,524 千円 

 

 県庁舎、公舎及び職員住宅（県営住宅を除く）等の県有施設の維持・修繕及び定期点検（外

壁全面打診調査を含む）等の建築保全を実施する。 
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○ 主な工事等 

工 事 名 種別 場 所 概  要 

宇都宮女子高校南校舎ほか内

外部改修工事 

工事 宇都宮市 南校舎（ＲＣ造 ３階建 延べ面積 約 3,700 ㎡）ほか       

外壁・屋上防水・内部改修 

太平少年自然の家解体工事  

  

工事 栃木市 本館（ＲＣ造 ２階建 延べ面積 約 2,600 ㎡）ほか 解体 

真岡警察署庁舎受変電設備改

修工事（長寿命化） 

工事 真岡市 庁舎（ＲＣ造 ３階建 延べ面積 約 1,900 ㎡）           

受変電設備改修 

のざわ特別支援学校省エネル

ギー加速化工事 

工事 宇都宮市 校舎ほか（ＲＣ造 ２階建 延べ面積 約 15,000 ㎡）        

照明改修（ＬＥＤ化） 

那須拓陽高・那須清峰高新校

整備事業基本・実施設計 

設計 那須塩原市 本館棟（ＲＣ造 ４階建 延べ面積 約 6,800 ㎡） 新築 ほか 

真岡北陵高・真岡工業高新校

整備事業基本・実施設計 

設計 真岡市 工業実習棟（Ｓ造 ２階建 延べ面積 約 3,700 ㎡） 新築 ほか 

新防災教育施設整備事業  

基本・実施設計 

設計 宇都宮市 新防災教育施設（ＲＣ造 平屋建 延べ面積 約 1,800 ㎡） 新築 

鹿沼南高・鹿沼商工高新校 

整備事業 基本・実施設計 

設計 鹿沼市 農業科・工業科実習棟（Ｓ造 ２階建 約 2,900 ㎡） 新築 ほか 
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○ 建築工事執行予定 

                          （単位：千円） 

 

 

区  

分 

業務委託予定額 工事予定額 合   計 

箇所 金 額 箇所 金 額 箇所 金 額 

70 675,649 45 8,637,473 115 9,313,122 

（注）金額は予算額 

   Ｒ５年度からの継続事業を含む 
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 ⑫ 住宅課  

 

○ 事業の執行方針 

 

   県民の住生活の安定の確保及び向上の促進を図るため、令和３年度に変更した栃木県住宅マスタープランの栃木県住生活

基本計画に掲げる以下の３つの基本目標のもと、本県の住宅政策を総合的かつ計画的に推進する。 

 

 

 １ 多様な居住ニーズに対応した“誰もが住みやすいとちぎ” 

(1) 若年・子育て世帯が必要とする良質で魅力的な民間賃貸住宅や公的賃貸住宅の供給を促進するなど、若年・子育て世帯が

子育てしやすく安心して暮らしやすい住生活の実現を推進する。 

(2) 高齢期における居住ニーズの多様化に対応した住まいの確保・居住支援の推進や、見守り等のサービスを必要とする高齢

者に対する高齢者向け住宅の供給促進など、高齢者が健康で安心して暮らせる住生活の実現を推進する。 

(3) 住宅セーフティネット機能の向上を図るため、公的賃貸住宅や民間賃貸住宅のストックの総合的な活用や居住支援の充実

などによる、住宅確保要配慮者に対する適切な住宅の確保を支援する。 

(4) それぞれの世帯がライフスタイル・ライフステージに応じて希望する住居に住めるよう、多様化した居住ニーズに対応し

た住み替え支援と相談体制の構築を推進する。 

 

 

２ 安全で良質な住宅ストックを“未来につなぐとちぎ” 

(1) 県民が安心して暮らせるよう良質な住宅の供給と将来を見据えた良質な住宅ストックの形成を促進し、環境や高齢者等に

配慮した安全で安心な住まいづくりを推進する。 

(2) 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて、地球環境にやさしい暮らしを目指すゼロエネルギー住宅を普及するなど、

環境にやさしい住まいづくりを推進する。 

(3) 優良な住宅ストックを形成し、ライフスタイルに合わせて人生で何度も住み替えが可能となるような住宅循環システムを

構築するため、消費者への不安解消を図るなど、既存住宅の有効活用と管理の適正化を促進する。 
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(4) 空き家の適正な管理、利活用や除却の促進により、良好な都市環境の確保・創出など、にぎわいのある誰もが暮らしやす

いまちづくりを推進する。 

(5) 地域に根ざした住まいづくりと、地域の住宅関連産業の活性化を図る観点から、居住者の利便性や豊かさを向上させる住

生活産業の発展を推進する。 

 

 

３ 「新たな日常」への対応と、魅力の維持・向上、災害への備えをもつ“選ばれるとちぎ” 

(1) 頻発・激甚化する災害新ステージにおける安全な住宅・住宅地の形成と被災者の住まいの確保を推進する。 

(2) 持続可能でにぎわいのある誰もが暮らしやすいまちをつくるため、地域の特性に応じた都市機能を有する拠点づくりを進

めるとともに、良好な住環境や街並み景観の形成等により、どの世代も安心して暮らすことができる居住環境・住宅地の魅

力の維持向上を推進する。 

(3) 社会・経済のリモート化など、これまでの常識や行動様式にとらわれない活動や意識・価値観の変化等を契機とした「新

たな日常」に対応した住まいの多様化と柔軟化を推進する。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

１ 県営住宅整備事業費 

  （補助） 

継 続 

予算額 1,550,902 千円 

 

 

 栃木県住宅マスタープラン（栃木県住生活基本計画）に基づき、老朽化した住宅の計画的な

建替・改善を推進する。 

 ・建替戸数 110 戸 改善戸数 171 戸 

２ 県営住宅総量適正化推進 

  事業費 

 継 続 

予算額   48,711 千円 

 

 

 耐用年限を超えた用途廃止住宅を解体する。 

 ・解体戸数 ３棟 18 戸（江曽島住宅） 

３ 被災住宅再建等支援 

事業費 

 継 続 

予算額     1,253 千円 

 

 

 被災住宅の再建等のための借入れに対して市町が行う利子補給の支援に要する経費 
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 ⑬ 用地課  

 

○ 事業の執行方針 

 

 １ 公共用地取得事務の推進 

   県民が安全で快適な暮らしを築くための道路整備や、災害から県民の生命や財産を守るための河川・砂防施設の整備等に

係る用地の計画的かつ適正な取得を推進する。 

 

  (1)  用地取得に関わる諸制度の活用 

     補償内容の透明性を図り、県民への説明責任を果たしながら、用地取得に関わる諸制度を活用し用地取得を推進する。 

   (2)  用地事務執行体制の充実 

    用地事務に関する各種の研修や会議を通じて、知識の向上と情報の共有化を図る。 

   (3)  登記事務処理の円滑化 

      登記事務処理能力の向上と事務処理体制の整備を図り、速やかな登記処理と計画的な未登記の解消に努める。 

 

 

２ 廃道廃川敷処分の推進 

道路及び河川の区域変更等による廃道廃川敷について、県が利用する財産を除き適切な処分を推進する。 

 

 

３ 土地収用法の適正な執行 

   公共の利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に関し、公共の利益の増進と私有財産との調整を図ることを目的と

する土地収用法の適正かつ円滑な運用を図る。 
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○ 主 要 事 業 

 

事 業 名 事 業 概 要 

 

１ 用地調査費 

継 続 

予算額    8,576 千円 

 

 交付金事業等導入予定箇所において用地測量、物件調査等を実施し、公共事業の円滑な推進

を図る。 

・道路事業用地調査（２箇所）                                8,576 千円 

 

 

 

 

 

 




